
 
 

 

 

 

 

令和３年度 

包括外部監査結果報告書 

 

 

 
情報システムの財務に関する事務の執行 

及び情報セキュリティ等の管理体制について 

 

 

 

 

 

 

 
令和４年 2 月 

 

秋田市包括外部監査人 

公認会計士 吉岡 順子 



 
 

【本報告書における記載内容の注意事項】 
１．端数処理 

報告書の数値は、原則として単位未満の端数を切り捨てて表示しているため、表中の総額

の内訳の合計が一致しない場合がある。 
公表されている資料等を使用している場合には、原則としてその数値をそのまま使用してい

る。そのため、端数処理は不明確な場合もある。 
 
２．報告書の数値の出所 

報告書の数値等の資料は、原則全て出所を明示している。また、包括外部監査人が作成し

たものについてもその旨明示している。 
 
３．報告書の資料等の出所 

監査チーム以外の資料等を利用した場合も含めて、資料等の出所は明示している。 
 
４．指摘事項及び意見について 

本報告書では、監査の結論を【指摘事項】と【意見】に分けて記載する。 
【指摘事項】（地方自治法第 252 条の 37 第 5 項の結果に関する報告）は、財務に関する事

務の執行等において、適当でない事務処理があったと判断された事項（法規等準拠性）に該

当するものである。これらは、秋田市として速やかに措置する必要があると判断した内容であ

る。 
【意見】（地方自治法第 252 条の 38 第 2 項の意見に関する事項）は、法規等準拠性の問題

は認められないものの、最少の経費で最大の効果を上げる努力の面で検討が望まれる事項

や組織及び運営の合理化の観点から改善が望まれる事項など（経済性、効率性及び有効性

に関する事項）に該当するものである。ただし、経済性、効率性及び有効性に関する事項につ

いても、質的、金額的に重要性が高いと監査人が判断した場合には【指摘事項】としている。 
 
５．省略について 

省略する場合には、（以下、「○○」という。）と記載している。なお、省略は事業項目（１．２．

…）ごとに行っているため、事業項目が変われば再度省略について説明している。 
 
６．所管課について 

対象とした組織及び事業の範囲における組織は、監査の対象期間である令和 2 年度時点

の担当課である。しかし、令和 3 年 5 月に設置されたデジタル化推進本部等当該監査時点で



 
 

組織変更が行われているものもあり、組織変更後の部署へのヒアリングを行った部分もあり、本

報告書においては令和 3 年度の事項等も一部に含まれていることを付言しておく。 
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第１ 包括外部監査の概要 
１．外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項に基づく包括外部監査 
 

２．選定した特定の事件 

「情報システムの財務に関する事務の執行及び情報セキュリティ等の管理体制について」 

 
３．外部監査対象期間 

令和 2 年度（令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日まで） 
ただし、必要に応じて他の年度も含む。 

 
４．外部監査の実施期間 

令和 3 年 7 月 9 日から令和 4 年 2 月 9 日まで 
 
５．監査対象部局 

監査対象システムが広範に及ぶことから、以下の監査対象部署が対象となった。なお、後

述するように、監査対象年度には存在しなかったが、ヒアリングの対象としたものとして「デジタ

ル化推進本部」が含まれている。 
 
・デジタル化推進本部 
・企画財政部人口減少・移住定住対策課、情報統計課 
・観光文化スポーツ部観光振興課 
・総務部財産管理活用課 
・子ども未来部子ども総務課 
・福祉保健部保護第一課、保護第二課 
・教育委員会学事課、教育研究所 
・上下水道局総務課、水道維持課 
 
６．事件を選定した理由 

秋田市の人口は、自然減に加え、社会減も相まって、急激な人口減少局面に入った。この

傾向が継続した場合、2045 年には約 22 万 6 千人まで人口は減少し、かつ老年人口割合は

約 47％に達し、生産年齢人口割合を上回るものと予想されている。こうした状況から、公共サ

ービス分野においても、人材不足は深刻化するものと予想され、行政サービスの質的水準を

維持し続けるためには、各分野において、ICT（情報通信技術）や AI（人工知能）をはじめと
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するデジタル技術の活用が不可欠である。 

そこで、秋田市では、各種届出等の電子申請、市税に係る電子申告（eLTAX）などを可能

にし、行政情報ネットワークの整備、文書管理・財務会計システム、基幹システムの最適化など

各種システムおよび情報基盤の整備に取り組んできた。しかしながら、近年の先端技術の進

展により、さらなる市民の利便性向上と行政事務の能率化を可能とするデジタル環境が整い

つつあり、かつ新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、感染予防を目的としたテ

レワークやオンライン化といった新しい生活様式への対応が求められる中、行政サービスの

DX（デジタル・トランスフォーメーション）を推進する必要が生じていることを踏まえて、第 14 次

秋田市総合計画「県都『あきた』創生プラン」の基本構想として、総合計画推進のために、行政

の各分野においてデジタル技術を積極的に活用し、行政手続の簡素化や行政運営の効率化

などを進めるため、計画推進にあたっての視点として、「行政のデジタル化の推進」を追加し、

令和 3 年度から令和 5 年度までの 3 年度にわたる秋田市デジタル化推進計画を策定したとこ

ろである。 

 行政のデジタル化推進にあたっては、情報システムに係る規格の整備および互換性の確保

等に係る取組として、業務、データ、システム等の標準化やクラウド利用の推進が掲げられて

おり、その前提条件として、情報セキュリティ水準の向上は不可欠であること、また、財政運営

を改革するため、経営資源の最適配分を図ることが求められており、セキュリティ等の管理体

制を含めた情報システムの財務に関する事務の現状と課題を把握することは、秋田市にとっ

て重要なテーマである。 

 
７．外部監査の実施体制 

包括外部監査人 公認会計士 吉岡 順子 

 

包括外部監査人の事務を補助した者 公認会計士 須賀 豊彦 

 公認会計士 鈴木 崇大 

 公認会計士・システム監査技術者 

・IT ストラテジスト・プロジェクトマネジャー 

 守泉  誠 

 公認会計士 渡邉 雅章 

  
８．利害関係 

外部監査の対象とした事件につき、包括外部監査人及び監査補助者は地方自治法第 252
条の 29 の規定により記載すべき利害関係はない。 
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第２ 外部監査の方法 
１．監査の視点 

（１）情報システムの整備及び運用に係る予算の執行状況の規則等への準拠性等 

対象となる情報システムの整備及び運用に係る予算の執行状況について事業の各種事務

手続きが各種規則や要綱等に定める手続きに沿って適切に行われているかという視点であ

る。 

 

（２）情報システムの契約に関する競争性、経済性の視点 

対象となる情報システムの整備及び運用に関する契約が競争性、経済性を確保されている

かという視点である。 
 

（３）情報システムの利用状況及び効果の有効性の視点 

対象となる情報システムが有効に活用され、当初の目的に照らして十分に有効に機能して

いるのか、秋田市において当該システムの利用状況や有効性をモニタリングする体制が整備

され、当該体制により情報システムの管理が適切になされているかという視点である。 
 
（４）情報システム全体の効率性及びコスト削減に向けた取り組みの有効性の視点 

対象となる情報システムを含む秋田市の情報システムが全体として適切かつ効率的に整備

及び運用されており、更に中長期的にコスト削減に向けた取組（計画を含む）が適切に構築さ

れ、コストの削減の実現に実在性が見られるかという視点である。 
 
２．監査の対象 

 監査（体制全体の監査項目を除く）においては、秋田市の現行のシステムについて、全体像

を概観するとともに、以下の監査対象となるシステムを抽出した。 
 
・秋田市いいわホームページ 
・秋田市ホームページ 
・観光 my タクシー多言語予約サイト 
・法定外公共物財産管理システム 
・老人福祉医療システム 
・生活保護システム 
・行政情報ネットワークシステム（機器賃貸借部分） 
・次世代型学校 ICT 環境整備事業に係る IT 調達 
・上下水道統合型管路情報管理システム 
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３．監査の方法 

上記監査対象について、これにシステム監査等における一般的基準に加えて以下の一定

の基準（メソドロジー）を参照し、上記 1 の視点から監査を実施した。 
 
① 「安全なウェブサイトの作り方（改訂第 7 版）」（独立行政法人情報処理推進機構、令和 3

年 3 月 31 日）及び「セキュリティ実装チェックリスト」 

 

② 「TLS 暗号設定ガイドライン～安全なウェブサイトのために（暗号設定対策編）～」

VER3.0.1（独立行政法人情報処理推進機構、令和 2 年 7 月）及び「TLS 暗号設定ガイド

ラインチェックリスト」 

 

③ 「秋田市情報システム調達マニュアル（本編）VER1.0」（平成 26 年 3 月） 

 
④ 「秋田市ウェブアクセシビリティ基本方針」 

 

⑤ 「「TsuNaGo つなごう」の操作ガイド作成・承認編（秋田市公式ホームページ、令和元年 5
月 第 1.1 版）」 

 

 
（留意事項）新型コロナウイルス感染症対応について 
 新型コロナウイルス感染症対応のため、現地調査を行わず、文書等のやりとりのみで対応し

たものもある。 
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第３ 監査対象の概要及び総論 
１．地方自治体の IT 政策等 

（１）これまでの歴史1 

地方公共団体における情報通信技術を用いた行政情報化は、昭和 35 年に大阪市に電子

計算機が導入されたことに始まるとされる。昭和 40 年代には、税務事務における事務処理シ

ステムの開発、市町村における住民記録システムの実施及び財団法人地方自治情報センタ

ーの発足等、現在の地方行政の実務で用いられている各種の情報処理システムや仕組みの 
基本が構築されている。 昭和50年代には、電子計算機の適用範囲が、当初の各種統計、税

務、給与等の大量・定型業務から少量・多種・非定型業務へと拡大し、内部事務の効率化に

留まらず、住民に対する行政サービスの向上に直接利用されるようになったとされる。 昭和

60 年代から平成にかけて、庁内 LAN 等の情報通信ネットワークの整備が進み、衛星通信、

CATV、IC カード等の新しいメディア（ニューメディア及びマルチメディア等）を活用した地域 
情報化施策が進められるようになった。 

21 世紀になり、政府は IT 戦略を策定し、官民の総力をあげて IT 化を推進していくことにな

った。平成 13 年 1 月、IT 戦略本部は「E-JAPAN 戦略」を策定し、ブロードバンド等の IT 基

盤の整備などを推進し、地方公共団体におけるパソコンの設置台数も急速に増加したとされる。

平成 15 年 7 月、IT 戦略本部は「E-JAPAN 戦略Ⅱ」を策定し、医療、行政サービス等の７分

野で IT の利活用に向けた先導的な取組みを推進した。これに合わせて、総務省は、平成 13
年 10 月に「電子政府・電子自治体推進プログラム」を、平成 15 年 8 月に「電子自治体推進

指針」を策定し、電子自治体の基盤整備等を進めた。その結果、各団体における IT 基盤であ

るホームページ、庁内 LAN、LGWAN、住民基本台帳ネットワーク及び公的個人認証等の全

国的な電子自治体の基盤が整備されるとともに、CIO の任命や電子自治体推進計画等の策

定などの庁内推進体制が強化されてきたとされる。 
平成 18 年、IT 戦略本部は新たな IT 国家戦略として、「IT 新改革戦略－いつでも、どこで

も、だれでも IT の恩恵を実感できる社会の実現－」を定め、電子行政については、「世界一便

利で効率的な電子行政－オンライン申請率 50％達成や小さくて効率的な政府の実現－」を

図ることが目標とされた。これに合わせて総務省は、平成 18 年 7 月に「電子自治体オンライン

利用促進指針」を、平成 19 年 3 月に「新電子自治体推進指針」を策定した。更に、平成 20
年 8 月に「地方公共団体における ICT 部門の業務継続計画（BCP）策定に関するガイドライ

ン」を策定した。 
平成 22 年 5 月、IT 戦略本部は「新たな情報通信技術戦略」を公表し、新たな国民主権の

社会を確立するため重点戦略（3 本柱）と目標を設定した。同戦略の中で「国民本位の電子行

政の実現」 が１つの柱とされ、その具体的取組みとして、地方自治体における電子行政につ

                                                
1  「地方自治情報管理概要～電子自治体の推進状況（令和 2 年度）～」（総務省自治行政局地域情報化企画室、

令和 3 年 8 月）を基に記載 
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いて、クラウドコンピューティング技術を活用した情報システムの統合・集約化が位置付けられ

た。総務省は、地方公共団体が ASP・SAAS を導入する際に留意すべき点等をとりまとめた

「地方公共団体における ASP・SAAS 導入活用ガイドライン」（平成 22 年 4 月）を公表し、自

治体クラウド開発実証事業（平成 21 年～22 年）を実施した。 更に平成 22 年 7 月には総務

大臣を本部長とする「自治体クラウド推進本部」、平成 25 年 2 月には「地域の元気創造本部」

が設置されたほか、平成 23 年度からは、複数の地方公共団体による情報システムの集約と共

同利用に向けた取組に対して特別交付税措置等が行われた。 
平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災を受けて、平成 24 年 1 月から「災害に強い電子

自治体に関する研究会」を開催し、大災害が発生した場合の地方公共団体の業務継続及び

住民へのサービス提供の観点から検討を行い、平成 25 年 5 月に地方公共団体における ICT
部門の業務継続計画（ICT-BCP）初動版サンプルほかを公表した。 
 
（２）近年の電子自治体推進の取組 1 

平成 25 年 5 月「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法 
律」等の成立、新たな IT 戦略としての平成 25 年 6 月「世界最先端 IT 国家創造宣言」 の閣

議決定により、地方公共団体の具体的な取組みとしての自治体クラウド化は、番号制度導入

までの 4 年間を集中取組期間と位置付け、番号制度の導入と併せて共通化・標準化を行いつ

つ、地方公共団体における取組みを加速することとした。これに合わせて総務省は、平成 26
年 3 月に電子自治体推進指針である「電子自治体の取組みを加速するための 10 の指針」を

策定した。本指針は、「世界最先端 IT 国家創造宣言」を踏まえた番号制度の導入に併せた自

治体クラウド導入の加速を最優先課題と位置付け、行政情報システムの改革に関して地方公

共団体に期待される具体的な取組みを提示することに重点を置いたものであった。 本指針策

定後、平成 26 年 6 月 24 日の「経済財政運営と改革の基本方針 2014」、「『日本再興戦略』

改訂2014」及び「世界最先端 IT国家創造宣言の変更について」が閣議決定されたが、これら

も電子自治体の推進を引き続き政府の重要施策の１つとして位置付けている。 
更にＥガバメント閣僚会議（平成 26 年 6 月 24 日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略

本部長決定。議長：内閣官房長官）の下に、平成 27 年には、ワーキンググループとして内閣

情報通信政策監（政府 CIO）を主査とする「国・地方 IT 化・BPR 推進チーム」が設置された。

その中でも、自治体クラウドは主要検討課題の一つとされた。 
平成 28 年度には、「経済財政運営と改革の基本方針 2016」（平成 28 年 6 月 2 日閣議決

定）、「日本再興戦略 2016」（同日閣議決定）及び「世界最先端 IT 国家創造宣言の変更につ

いて」（平成 28 年 5 月 20 日閣議決定） において、引き続き自治体クラウドの推進について盛

り込まれるとともに、平成 28 年 8 月「自治体クラウドの現状分析とその導入に当たっての手順と

ポイント」が取りまとめられた。平成 28 年 12 月 24 日に公布・施行された「官民データ活用推

進基本法」（平成 28 年法律第 103 号） 、同法に基づき策定された「世界最先端 IT 国家創造

宣言・官民データ活用推進基本計画」（平成 29 年 5 月 30 日閣議決定）及び「経済財政運営
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と改革の基本方針 2018」（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定） では、各地方公共団体がクラウド

導入等に関する計画を策定し、国がその進捗を管理すること等が記載された。これを受けて総

務省は、平成 29 年 11 月に「地方公共団体におけるクラウド導入に係るロードマップ」 、平成

30 年 6 月に、各地方公共団体の策定した「クラウド導入等に関する計画」を公表した。更に、

「自治体戦略 2040 戦略構想研究会」（平成 29 年～平成 30 年）、「地方自治体における業務

プロセス・システムの標準化及び AI/ロボティクスの活用に関する研究会」（平成 30 年～令和

元年）、 「自治体システム等標準化検討会」（令和元年～）等において標準化・共通化の取組

の推進や課題の検討がなされた。 
その後、「新経済・財政再生計画改革工程表 2019」（令和元年 12 月 19 日経済財政諮問

会議決定）において地方自治体は「国の主導的な支援の下での情報システム等の標準化を

実施」することとされた。また、デジタル庁の設置を見据えた「デジタル社会の実現に向けた改

革の基本方針」（令和 2 年 12 月 25 日閣議決定）において、デジタル社会を目指すビジョンが

示されたとともに、「デジタル・ガバメント実行計画」（同日閣議決定）において、住民記録、地

方税、福祉など、自治体の主要な 17 業務を処理するシステム（基幹系システム）について、関

係府省が標準仕様を作成し、令和 7 年度を目標時期として標準化・共通化に取り組むこととさ

れた。 
また、市川晃第 32 次地方制度調査会会長から安倍内閣総理大臣に提出された「2040 年

頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必要な地方行政体制のあり方等に関する

答申」（令和 2 年 6 月 26 日地方制度調査会答申）を踏まえ、さらに標準化・共通化の取組を

推進するため、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律案」を第 204 回通常国会

に提出し、同法案は、令和 3 年 5 月 12 日に可決・成立している（令和 3 年法律第 40 号。以

下、「標準化法」という。）。今後は、標準化法に基づき、標準化対象事務や標準化対象事務

の処理に係る情報システムの標準化のための基準（以下、「標準化基準」という。）等が定めら

れるほか、地方公共団体は、標準化基準に適合したシステムの利用が義務づけられるとともに、

国による全国的なクラウド活用の環境整備の状況を踏まえつつ、当該環境においてクラウドを

活用して情報システムを利用するよう努めることとされている。 
地方公共団体における行政手続のオンライン化については、地方公共団体が行う手続のう

ち、重要と考えられる手続を特定し、各地方公共団体における申請・届出等手続の更なるオン

ライン利用の促進に向けて、平成 30 年 5 月に「地方公共団体におけるオンライン利用促進指

針」（以下、「利用促進指針」という。）が策定されている。令和元年度には、「デジタル・ガバメ

ント実行計画」（令和元年 12 月 20 日閣議決定）において、国が取り組む地方公共団体の行

政手続のオンライン化の推進を図るための施策が取りまとめられた。本計画では、「地方公共

団体が優先的にオンライン化を推進すべき手続」として 55 手続が定められたことを踏まえ、令

和 2 年 3 月に利用促進指針の改訂を行っている。 
令和 2 年度には、「デジタル・ガバメント実行計画」（令和 2 年 12 月 25 日閣議決定）におい

て、「地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべき手続」の対象が 58 手続に拡大され
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たほか、地方自治体に関連する施策も多く盛り込まれた。総務省では、本計画における地方

自治体が重点的に取り組む施策及び国の支援策等を取りまとめた「自治体デジタル・トランス

フォーメーション（DX）推進計画」 を令和 2 年 12 月 25 日に策定した。本計画において、「地

方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべき手続」として定められている 58 手続のうち、

住民がマイナンバーカードを用いて申請を行うことが想定される 31 手続を選定し、積極的・集

中的にマイナポータルを活用したオンライン化を進めることとなった。 
情報セキュリティ対策については、総務省は、平成 27 年の日本年金機構における個人 情

報流出事案を受けて、地方自治体に対して、いわゆる「三層の対策」を講じるよう要請を行った。

これにより、インシデント数の大幅な減少を実現した一方で、自治体からは、ユーザビリティへ

の影響を指摘する声があり、さらに、「クラウド・バイ・デフォルト原則」、行政手続のオンライン

化、働き方改革や業務継続のためのテレワークなど、新たな時代の要請が日々増大している。

こうした中、総務省では、令和元年 12 月から「地方公共団体における情報セキュリティポリシ

ーに関するガイドラインの改定等に係る検討会」を開催し、新たな自治体情報セキュリティ対策

について検討を行った。そして令和 2 年 12 月には、同検討会での検討結果を踏まえ、「地方

公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」等の改定を行い、オンライン

申請等のデータの効率的な処理を実現するため、マイナポータル等で受け付けた申請データ

の基幹システムへのオンラインでの取り込みを可能にする等の見直しを行っている。 
 
２．秋田市の IT 政策等 

（１）これまでの経緯2 

秋田市においては、これまで、デジタル化推進に係る具体的な取組として、各種届出やイ

ベントの申込みに係る電子申請、市税に係る申告（eLTAX）、文化施設・スポーツ施設の利用

に係る公共施設案内・予約システムなどを展開してきたとされる。庁内におけるデジタル化の

推進としては、行政情報ネットワークの整備、文書管理・財務会計システム、基幹システムの最

適化など、様々なシステムや情報基盤の整備を行ってきたとされる。特に、東日本大震災の発

生後間もない時期に、市庁舎の建て替え及び災害対策本部の新設に伴う ICT 化等積極的に

情報システムの整備が進められてきた。しかし、他の地方自治体と同様に情報化に関する計

画は独立して存在せず、既存の総合計画の一分野として記載され、計画、実行がなされてき

た。 
このような中で、近年のインターネットサービスや ICT の発展、AI、ビッグデータ及び RPA と

いった先端的な技術の進展により、さらなる市民の利便性向上と行政事務の能率化を可能と

するデジタル環境が整いつつある中、新たなデジタル化施策の展開が必要とされていることが

認識されてきたとされる。 
情報化に関する計画が独立して存在しない状況に変化が生じた契機は、先に示した平成

                                                
2  「秋田市デジタル化推進計画」（令和 3 年 6 月）による。 
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28 年の「官民データ活用推進法」であった。当該法により市町村は、官民データの活用推進

に関する施策についての基本的な計画の策定が努力目標とされた。更に令和 2 年の「デジタ

ル・ガバメント実行計画」、「自治体 DX 推進計画」等により全国の地方自治体が重点的に取り

組むべき目標が示され、令和 3 年「デジタル社会形成基本法」をはじめとするデジタル関連法

案が成立したこともあり、業務の DX 化は全ての地方自治体にとって集中的に取り組むべき重

点政策の１つとなっている。 
秋田市においても、「第 14 次秋田市総合計画」である「県都『あきた』創生プラン」（令和 3

年 3 月、以下、「総合計画」という。）において、総合計画を推進する視点として、「行政のデジ

タル化の推進」を設定するとともに、創生戦略においても「先端技術を活用した地域の活性

化」を掲げ、秋田市全体のデジタル化を進めることとしている。更に、当該施策を集中的に実

施する組織として令和 3 年度にデジタル化推進本部を設置し、現在各種施策を実施している

のが現状である。 
  これまでの経緯について時系列的に簡単に示したものが以下のものである。 
 

【図表 1】 デジタル化推進計画の策定までの経緯 
令和 2 年 
   11 月 9 日   秋田市デジタル化推進計画策定委員会を設置 
   11 月 26 日  第 1 回秋田市デジタル化推進計画策定委員会開催 
            （計画骨子、基礎調査結果、今後のスケジュール等） 
令和 3 年 
   1 月 15 日   第 2 回秋田市デジタル化推進計画策定委員会開催 
            （押印廃止見直し基準案） 
   2 月 12 日   第 3 回秋田市デジタル化推進計画策定委員会開催 
            （詳細調査結果、計画原案、個別施策等） 
   3 月 12 日   令和 3 年 2 月秋田市議会定例会総務委員会で計画原案を説明 
   3 月 12 日   パブリックコメント及び市民 100 人会への意見聴取を実施 
 
＊＊＊ 以下、監査対象期間以降 ＊＊＊ 
 
   5 月 1 日    デジタル化推進本部を設置 
   5 月 19 日   第 4 回秋田市デジタル化推進計画策定委員会開催 
            （計画案、キャッシュレス決済導入準備状況について） 
   6 月 22 日   令和 3 年 6 月秋田市議会定例会総務委員会で計画案を説明 
   6 月 30 日   総務委員会における意見を踏まえて計画を作成 
 
（出所）市役所へのヒアリングによる。 
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 上記経緯により、現在（監査対象外年度）「デジタル化推進計画」が公表されている。当該計

画においては、今後については以下のように示している。 
「新型コロナウイルス感染症がもたらした新たなライフスタイルや地域課題に対応し、人口減

少下にあっても元気な秋田市と暮らしの豊かさを持続させ、次世代に引き継いでいくためには、

本市の行政各分野において ICT や AI をはじめと した、最先端のデジタル技術を積極的に

活用した取組が求められており、国・県 と連携しながら、内部の行政事務を効率化し、市民の

利便性を高める「行政情報化の推進」と本市の経済を活性化する基盤をつくり、市民にとって

満足度の高いサービスを実現する「地域情報化の推進」のための変革が必要とされます。 こ

のため、本市では、独自のデジタル技術の活用施策も取り込んだ「秋田市デジタル化推進計

画」（以下、「本計画」という。）を策定し、市民や事業者等がデジタル化の具体的なメリットを実

感でき、市役所に来なくても各種行政手続が可能となる「デジタル市役所」として新たな行政

サービスを提供するとともに、業務、データ、システムの標準化やクラウド利用等を推進するこ

とにより、経費の削減 や職員の事務負担軽減を図り、本市が抱える諸問題の解消や地域課

題の解決に加え、社会情勢の変化にも対応していくものです。 また、本計画では、効率的な

行政の推進や市民の行政に対する信頼性向上のため、国が示す枠組みである官民データ活

用の推進や、官民データの活用により得られた統計や業務データなどの客観的な証拠に基

づき、政策や施策の企画および立案が行われること（EBPM）にも取り組みます。」 
 
【参考】証拠に基づく政策立案（EVIDENCE BASED POLICY MAKING：EBPM） 

客観的な証拠に基づいて政策や施策の企画及び立案を行うことを示す。EBPM は英米で

発展した考え方とされるが、そのはじまりはイギリスの医療におけるエビデンスに基づく医療で

あるとされる。ここにおいて因果関係を把握するためにランダム化比較試験（RANDOMIZED 
CONTROLLED TRIAL:RCT）という手法が用いられている。 

日本では、平成 27 年の統計改革の議論を契機として発展し、平成 29 年には内閣府に

「EBPM推進チーム」が設置され、「経済財政と改革の基本方針2019（骨太の方針）」でも取り

上げられるようになった。先進自治体でもいくつか取り上げられ、西宮市（兵庫県）ではヤフー

データを使った EBPM を利用しはじめているとのことである。 
なお、内閣府によればエビデンスのレベル（確からしさ）は以下の 5 段階に分類できるとされ

ている。 
【図表 2】 エビデンスレベル 

レベル 内容 
1A 系統的レビュー、ランダム化比較試験のメタアナリシス 
1B ランダム化比較試験（RCT） 
2A 差の差分析（DID）、回帰不連続デザイン（RDD）、操作変数法 
2B 回帰分析、コーホート分析 
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3 比較検証、相関研究、記述的な研究調査 
4 専門家や実務家の意見（検討委員会による討議パブリックコメント） 
（出所）内閣府の資料による。上に行くほど証拠能力は高い。 
 
（２）デジタル化推進本部の概要（参考） 

監査対象期間以降に組織ができたものであるが、本監査で選定した特定の事件に関連の

ある部局であることから以下に簡単に組織の概要を示すこととする。 
当該組織の事務分掌は以下のとおりである。 

 
【事務分掌】 
１．秋田市デジタル化推進計画の策定、推進および総合調整に関すること。 
２．行政手続のオンライン化の推進および総合調整に関すること。 
３．デジタル技術の活用に係る関係部局に対する技術的支援に関すること。 
４．デジタル技術を活用した業務改革の企画、推進および総合調整に関すること。 
５．個人番号カードの利用の推進に関すること。 
６．デジタル技術の利用の機会又は活用のための能力における格差の是正に関すること。 
７．官民データの活用の推進に関すること。 
８．行政情報ネットワークおよびグループウェアの活用の方針に関すること。 
９．地域情報化の方針に関すること。 
１０．デジタル化に係る人材の育成の企画および推進に関すること。 
１１．デジタル化の推進のために必要な施策の計画立案および総合調整に関すること。 
１２．デジタル化推進本部の予算経理に関すること。 
（出所）ホームページより転記。秋田市推進本部規則を簡略化している。 
 
【人員構成】 

本部長：1 名、副本部長：1 名、参事：１名、主席主査：3 名、主査：2 名、主事：2 名 
 

【役割】 
先進的な ICT 利活用による市民サービスの向上や、行政手続のオンライン化、キャッシュレ

ス化による行政運営の効率化に向け、デジタル化に係る取組を企画・調整し、業務所管課へ

技術的な指導・支援を行うなど、本市行政のデジタル化を部局横断的に推進する。 
 

【組織の位置づけ】 
新設された本部においては、デジタル化に関する施策を部局横断的に企画・調整し、その

実施を各業務所管課に引き継ぐなど司令塔の役割を担うとともに、情報統計課が所管する全

庁業務に関わる個別システムの活用方針などについて検討し、連携して最適化に取り組むこ
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ととしている。 
 

（３）企画財政部情報統計課の概要 

 全庁的な情報システムを所管する部局であり、所管する個別システムの管理を行っている。 
 
【事務分掌】 
１．電算化に係る連絡調整に関すること。 
２．電子計算組織の運営管理に関すること。 
３．電子計算適用業務のシステム開発に関すること。 
４．情報化施策に関すること。 
５．社会保障・税番号制度に関すること。 
６．国および県の委託統計調査に関すること。 
７．市勢統計調査に関すること。 
８．課の予算経理に関すること。 
（出所）ホームページより転記。 
 
【人員構成】 

課長：1 名、担当課長：1 名、副参事：5 名、主席主査：4 名、主査：6 名、主任：1 名、主事：4 名 
 

３．秋田市の情報システムの概要 

（１）IT 調達の意義 

秋田市では、「秋田市情報システム調達マニュアル（本編）VER1.0（平成 26 年 3 月）」を作

成しているが、これは「秋田市情報システム調達指針」を具体的に実践するために、IT 調達を

円滑に推進してゆくための基本的な手順等を標準化している。そして、IT 調達に関与する各

原課は当該調達の各フェーズにおいての調達情報を企画財政部情報統計課に送付すること

とされている。 
秋田市において IT 調達は、「情報システム構築」と「情報システム維持管理」に区分してい

る。前者の対象とする契約は以下のとおりであるが、これはいわゆる「システム開発」と「ネットワ

ークの設定や情報関連機器の調達」を含む概念であるとみなされる。 
 

【図表 3】 情報システム構築の意義 
・IT を活用した新たな情報システムの計画・検討（コンサルティング業務を含む）、設計、開発

の実施、又はサービス・役務利用を行う場合。 
・既存情報システムのリプレース（システムの一括更新・再構築）を行う場合。 
・既存情報システムの改造（機能追加・改修・一部変更）を行う場合。 
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・その他、情報システムを使用するためのネットワークの設定、情報関連機器（ソフトウェアを含

む）の調達等を行う場合。 
（出所）秋田市情報システム調達マニュアル（本編）VER1.0（平成 26 年 3 月）を要約。 
 

後者は、構築した情報システムについて、ハードウェアの賃貸借、運用業務の委託等、シス

テムを維持管理するための契約を含む概念で、更に特性毎に以下の 5 分類が行われている。 
 

【図表 4】 情報システム維持管理の分類と意義 
分類 意義 

機器等賃貸借 ハードウェア機器のレンタル・リース費、プログラム・プロダクト製品の

使用料・ライセンス料等の固定費 
サービス利用 サービス（ASP、ハウジング、ホスティング等）の利用に伴う提供費用 
機器等保守 ハードウェア、プログラム・プロダクト等の製品にかかる保守費（メーカ

ー保守契約）で、一般にハードウェア故障時の修理・部品交換の実

施や、プログラム・プロダクト製品の修正情報、バージョンアップデー

タや更新データが提供される（データの適用作業は含まれない）。 
保守業務 システムの保守（バージョンアップの適用作業等）、予防保守（定期

点検等）、障害対応等の作業にかかる人件費。 
運用業務 問い合わせ対応、システム稼働監視、システム構成管理、職員が行

う業務の支援や代行等の運用管理、運用支援作業にかかる人件費 
（出所）秋田市情報システム調達マニュアル（本編）VER1.0（平成 26 年 3 月）を基に記載。 
 
 なお、上記 IT 調達と直接関連しないパソコン周辺機器等の備品、消耗品にあたるもの、プリ

ンタ等コンピュータ関連機器の単独購入、ソフトウェアの単品の購入等が原則として当該調達

マニュアルの対象外としている。 
 
（２）情報システム契約の現状 

秋田市の各部局の情報システムは、国等のシステムの利用分も含めると令和 2 年度には

106 のシステムが存在する。これに対して当該年度の契約本数は 294 契約が存在した。 
これらのシステムについて所管毎の件数、予算等を示すと以下のとおりとなる。 

 
【図表 5】 所管別情報システムの状況 

（単位：千円） 
所管部署 システム数 契約数 予算額 決算額 割合 

総務部 9 15 83,225 82,612 3.98% 
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所管部署 システム数 契約数 予算額 決算額 割合 
企画財政部 17 58 748,653 747,031 35.99% 
観光文化スポーツ部 4 6 34,878 34,815 1.68% 
市民生活部 16 55 254,937 254,624 12.27% 
福祉保健部 7 31 197,695 197,109 9.50% 
保健所 3 6 15,795 15,795 0.76% 
子ども未来部 4 10 24,653 23,239 1.12% 
環境部 4 6 16,911 16,775 0.81% 
産業振興部 6 8 7,599 7,585 0.37% 
建設部 5 5 66,081 64,309 3.10% 
都市整備部 6 13 12,943 12,800 0.62% 
議会事務局 2 3 6,231 6,229 0.30% 
選挙管理委員会 1 1 187 186 0.01% 
農業委員会 2 2 3,039 3,022 0.15% 
教育委員会 8 49 333,190 331,974 15.99% 
消防 2 2 96,629 96,610 4.65% 
上下水道局 10 24 182,273 180,791 8.71% 
合計 106 294 2,084,919 2,075,506 100% 
（注 1）割合は小数点第 3 位を四捨五入している。 
（注 2）割合とは、全体の決算額における各主管部署の決算額の割合を示している。 
（注 3）福祉保健部の決算には繰越額を含む。 
 

ここにおいて、行政情報ネットワークシステムについては、所管は企画財政部であるが、契

約としては企画財政部及び教育委員会が行う契約が存在する。先に示したように IT 調達の主

体となるのは企画財政部であることから、上記表においても企画財政部が 35％以上を占めて

おり、次に公立学校を抱える教育委員会、更に住民記録等市民に密着する業務を有する市

民生活部が 15％程度を占めている。 
また、年度予算と決算を比較した場合、執行率（決算額/予算額）は全体として 99.55％であ

り、特に教育委員会（4 件の契約）及び保健所（6 件の契約）の執行率は 100％となっている。

ここで、教育委員会の 4 件の契約は「ルーターの賃貸借」として平成 28 年 7 月に契約した長

期契約であることから、令和2年度においては契約金額が確定しており、予算額と決算額が同

額であっても問題はない。また、保健所の 6 件の契約のうち 5 件についても長期契約であり、

予算額と決算額が同額となる理由が存在した。しかし、保健所の残りの 1 件については、単年

度契約であった。当該契約は、「健康増進情報システム」に対する運用業務であり、大手 IT 企

業と契約金4,070千円のものであった。当該システムは他の地方自治体でも利用されるもので

あるとともに、汎用のシステムであるため他の IT 企業でも契約が可能なものであった。しかし、
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既存の 2 件の主契約を当該 IT 企業と長期契約で締結しており、当該契約はその付加的契約

として随意契約となったものと考えられる。 
なお、図表 5 に示した 294 件の契約のうち 181 件が長期契約となっており、このことが予算

の執行率（決算額/予算額）の高い理由の 1 つと言える。そこで、単年度契約部分のみを抽出

して集計した場合の執行率（決算額/予算額）は 99.20％（予算総額 839,418 千円、決算額

832,704 千円）と高い数値となっている。この中では、福祉保健部所管の「介護保険事務処理

システム」に係る契約 3 件総額 2,928 千円については当初予算 0 円であり、他の予算からの

流用により賄ったものがあること、及び同じく福祉保健部の「障がい福祉等システム」の 3 件の

契約予定分について諸事情により次年度の令和 3 年度に予算を繰り越しているため、計算上

予算額と決算額が同額と記載したものの総額 18,198 千円が多少は影響しているものの、現

状では当該 IT 契約に対し入札制度による競争によるコスト削減効果が少なくなっていることが

うかがわれる。 
 秋田市に限らず一般に地方自治体はこれまで国内 IT 企業とともに独自に情報システムを

開発及び運用保守が行われてきたが、専門知識の不足や情報の非対称性、開発に伴う不確

実性等によりコストの削減が進まない状況が存在した。このため、デジタル庁が中心となり、住

民記録や税、福祉といった 17 業務に戸籍などの 3 業務を合わせた合計 20 業務に関する情

報システムについては、令和 7 年度（2025 年度）末までに標準準拠システムに原則移行し、

一部のシステムはマルチクラウドで構成する政府共通システム基盤「ガバメントクラウド」に移行

することから、現行のシステムの主要なものについては当該標準化等のスケジュールに従い効

率化等がなされることとなる。参考までにこれまでの政府の動きについて簡単に記載すると以

下のようになる。 
 
【参考】自治体情報システム等の標準化等のこれまでの動き 
・令和元年 8 月 26 日 自治体情報システム等標準化検討会（総務省主催） 
     令和元年 8 月～令和 2 年 9 月、住民記録システムに係る標準仕様書について、総務

省・自治体・事業者からなる 住民記録システム等標準化検討会（計 4 回）及び分科会

（計 8 回）を開催。 
 
・令和元年 12 月 20 日 「デジタル・ガバメント実行計画」（閣議決定） 
    基幹系 17 業務について情報システムの標準化を進めることとされた。 
 
・令和 2 年 2 月 21 日 地方自治体業務プロセス・情報システム標準化等に関する関係府省

会議（第 1 回） 
・令和 2 年 8 月 27 日 地方自治体業務プロセス・情報システム標準化等に関する関係府省

会議（第 2 回）（内閣官房主催） 
    これら取り組むべき具体的な内容、検討事項、標準仕様の構成等について各府省間で
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共有。 
 
・令和 2 年 9 月 4 日 住民記録システム等標準化検討会 
    住民記録システム標準仕様書【第 1.0 版】を取りまとめ。 
 
・令和 2 年 9 月 11 日 「住民記録システム標準仕様書【第 1.0 版】」公表 
    第 1.0 版を公表。今後、必要に応じて、改定をしていくこととされた。 
 
・令和 2 年 9 月 25 日 マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤抜本改善ワーキング

グループ（第 3 回） （デジタル・ガバメント閣僚会議のもとのワーキンググループ） 
     有識者提出資料（トータルデザインの方向性）において、個別システムのクラウド利用

を進めること、クラウドベース の共通システムへ移行すること等について提言。 
 
・令和 2 年 10 月 29 日 地方自治体への事務連絡「地方公共団体の情報システムの標準化

に関する検討について」（内閣官房 IT 室と総務省の連名） 
      「マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ」での

議論や令和２年末に取りまとめられる新たな工程表等を踏まえたうえで、具体的な検討や

構築に着手するよう依頼。 
 
・令和 2 年 12 月 25 日 「デジタル・ガバメント実行計画」（閣議決定） 
    地方公共団体の情報システムについても「（仮称）GOV-CLOUD」の活用に向けて具

体的な対応方策や課題等 について検討を進める。標準準拠システム移行の目標時期を

2025 年度（令和７年度）とする。 
 
・令和 2 年 12 月 25 日 「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」の策定 
    自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化、総務省及び関係省庁による支援

策等を取りまとめ。 
 
・令和 3 年 1 月 28 日 令和 2 年度第 3 次補正予算成立 
 
・令和 3 年 1 月 29 日 地方自治体業務プロセス・情報システム標準化等に関する関係府省

会議（第 3 回） 
      「地方自治体の業務プロセス・情報システムの標準化の作業方針の見直しについて」

が示される。 
 
・令和 3 年 2 月 4 日 地方自治体への事務連絡「地方公共団体の情報システムの標準化に
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関する検討について」（内閣官房 IT 室と総務省の連名） 
    作業方針の見直しに基づいて、「住民記録システム標準仕様書」の改定も含め、標準

仕様の策定を進めることとし、自治体に対して、標準化・共通化の取組について、具体的

な検討に着手するよう依頼。 
 
・令和 3 年 2 月 9 日 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律案閣議決定 
 
（出所）令和 3 年 4 月 20 日「自治体システム等標準化検討会（住民記録システム等標準化検

討会）（第 5 回）資料による。 
 
  秋田市のみならず各地方自治体では、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法

律」施行後デジタル庁が公表する標準仕様書等に基づき令和 3 年度（2021 年度）以降に以

下の作業を行うことが、「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書【第 1.0 版】」（令

和 3 年 7 月 7 日、総務省）に示されている。 
 

【図表 6】 早期に実施可能な作業事項 
項番 事     項 

１ 推進体制の立ち上げ 
２ 現行システムの概要調査 
３ 標準仕様との比較分析 
４ 移行計画作成 
５ ベンダに対する情報提供依頼（RFI） 
６ 資料の作成 
７ RFI の実施 
８ 文字情報基盤文字への対応 

（出所）「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書【第 1.0 版】」（令和 3 年 7 月 7
日、総務省）より記載 

 
  なお、秋田市においては、「汎用機オープン化事業」と称して独自開発のシステムから、ベ

ンダが開発したパッケージによるシステムに移行する取組を進めており、令和３年９月に新た

な基幹系のシステムが稼働したところである。 
 

【図表 7】 対象業務システム及び業務主管課 
① 住民記録システム（市民課） 
② 印鑑登録証明システム（市民課） 
③ 個人住民税システム（市民税課） 
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④ 法人市民税システム（市民税課） 
⑤ 固定資産税システム（資産税課） 
⑥ 軽自動車税システム（市民税課） 
⑦ 収納管理（市税・国保税）システム（納税課・国保年金課収納推進室） 
⑧ 宛名（住民登録外）システム（共通） 
⑨ 税証明システム（市民税課・資産税課） 
⑩ 国民健康保険税システム（人間ドック機能含む）（国保年金課・特定検診課） 
⑪ 国民年金システム（国保年金課） 
⑫ 福祉医療（乳幼児、ひとり親）システム（子ども総務課） 
⑬ 福祉医療（障がい者医療）システム（障がい福祉課） 
⑭ 老人福祉システム（高齢バス、はりきゅう）（長寿福祉課） 
⑮ 児童手当システム（子ども総務課） 
⑯ 児童扶養手当システム（子ども総務課） 
⑰ 選挙人名簿システム（選挙管理委員会事務局） 
⑱ その他税（市たばこ税、鉱産税、入湯税、事業所税）システム（市民税課） 
⑲ 滞納管理（国保税）システム（国保年金課収納推進室） 
⑳ 滞納管理（市税）システム（納税課） 

㉑ 期日前・当日システム（選挙管理委員会事務局） 

㉒ 国税連携システム（市民税課） 

㉓ イメージファイリングシステム（市民税課） 

㉔ 申告支援システム（市民税課） 
（出所）第 20 回秋田市情報公開・個人情報保護審査会会議録 
 
（３）情報システム契約形態別分析 

秋田市の令和 2 年度における IT 契約を図表 3 や図表 4 により分類をすると以下のようにな

る。 
 

【図表 8】 契約形態別分類 
（単位：千円） 

形態 件数 予算額 決算額 決算割合 執行率 
システム構築 39 278,561 275,904 13.29% 99.05% 
機器等賃貸借 131 913,055 911,846 43.93% 99.87% 
サービス利用 27 156,529 155,358 7.49% 99.25% 
機器等保守 20 51,665 50,404 2.43% 97.56% 
保守 47 285,358 282,864 13.63% 99.13% 
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形態 件数 予算額 決算額 決算割合 執行率 
運用 30 399,751 399,130 19.23% 99.84% 
合計 294 2,084,919 2,075,506 100.00% 99.55% 
（注 1）決算割合、執行率は小数点第 3 位を四捨五入している。 
（注 2）決算割合とは、全体の決算額における各主管部署の決算額の割合を示している。 
 

これによれば、新規のシステム開発に係る契約は IT 契約の全体の 15％程度であり、それ

以外は維持管理に関する契約であった。維持管理においても、その半分は機器等賃貸借に

基づくものであることがわかる。執行率で見るといずれも 99％を超えるものであるが、システム

構築においても 99.05％であり、ほぼ予算に基づく契約がなされていることがわかる。 
システム構築においては、契約期間（開発期間）が長いもので 1 年 1 か月、短いもので 1 か

月となっており、契約金額の最大は 35,091 千円の上下水道統合型管路情報管理システムの

データ更新、次は 32,890 千円の道路台帳管理システムの台帳更新と、既存または汎用として

多くの地方自治体が有する情報システムの更新に関わることであるため、競争入札の効果が

及びづらい契約であったことが執行率の高い原因であったと考えられる。 
機器等保守について執行率 97.56％と契約形態として最も低いものとなっている。しかし、

契約本数 20 本のうち 17 本は長期契約であり、そのうちの一部が年度予算額と決算額の乖離

が生じていることが影響しているのであって競争の効果と言えるものではない。個別の事例で

も、航空写真等の撮影を行う「固定資産税地理情報システム」において、予算額 19,129 千円

につき契約額 18,700 千円と定型的業務として契約額は想定内として行われている。 
  結果として、長く使用している成熟化した情報システムの一部改修や維持管理がほとんどと

なっているのが現状である。 
 
（４）監査の結果及び意見 

【意見 1】 市町村における情報システム経費に関する秋田市との比較とベンチマークの設定

について 

①  地方自治体の情報システム経費の状況 
  以前総務省は「市区町村における情報システム経費の調査結果」（総務省地域力創造グル

ープ地域情報政策室、平成 30 年 3 月 30 日）を公表した。これは、全市区町村（1741 市区町

村）の基幹系システム（住民情報・税務・国保・年金・福祉）及び内部管理系システム（人事給

与・財務会計・文書管理）に係る整備経費及び運営経費（平成 29 年度当初予算計上ベース）

を比較したものである。集計する経費については、政府情報システムの整備及び管理に関す

る標準ガイドライン（平成 26 年 12 月 3 日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）の

「別添  情報システムの経費区分」における区分によるとして、情報システムの範囲について

一定の統一性を図って比較を意味のあるものとしている。 
これによれば、全市町村の情報システム経費の合計額は 4,786 億円、住民一人当たりの経
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費は 3,786 円となっている。これを人口規模ごとの状況でみると、以下の表のようになる。 
 

【図表９】 人口規模別情報システム経費 
 2 万 人

未満 
2～5 万

人未満 
5～10 万

人未満 
10 万～20
万人未満 

20 ～ 30
万人未満 

30 万人

以上 
人口規模区分の総経

費（億円） 
487 531 664 692 409 2,003 

住民一人当たり経費 
人口規模区分平均（円） 11,724 4,071 3,675 3,096 3,583 3,601 

人口規模区分における

一団体当たり経費（億

円） 
0.6 1.3 2.5 4.4 8.9 23.8 

（出所）上記資料から記載。 
 
  ここにおいて、秋田市は人口 30 万人以上の区分に入ることから、当該区分の地方自治体

84 団体の当時のデータ及び、参考のため近隣地方自治体である青森市、盛岡市の状況を以

下に示す。 
 
【図表 10】人口 30 万人以上の地方自治体の情報システム経費の状況（平成 29 年度当初予

算ベース） 
名称 人口（人） 一団体当たり 

経費（千円） 
一人当たり 
経費（円） 

クラウド 
導入区分 

札幌市 1,947,494 5,439,555 2,793 C 
旭川市 342,848 751,827 2,193 C 
仙台市 1,058,517 7,045,222 6,656 C 
秋田市 314,869 1,105,480 3,511 C 
郡山市 326,851 878,416 2,688 C 
いわき市 329,938 1,459,355 4,423 C 
宇都宮市 522,262 1,903,368 3,644 C 
前橋市 338,916 396,736 1,171 B 
高崎市 375,255 692,152 1,844 B 
さいたま市 1,281,414 2,895,801 2,260 C 
川越市 351,654 927,730 2,638 C 
川口市 595,495 857226 1,440 C 
所沢市 343,993 469,279 1,364 C 
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名称 人口（人） 一団体当たり 
経費（千円） 

一人当たり 
経費（円） 

クラウド 
導入区分 

越谷市 339,156 2,298,169 6,776 B 
千葉市 966,607 5,719,205 5,923 B 
市川市 480,744 1,996,113 4,152 C 
船橋市 630,937 2,108,209 3,341 C 
松戸市 492,199 1,161,864 2,361 B 
柏市 412,690 1,226,469 2,972 B 
新宿区 338,488 3,720,429 10,991 C 
江東区 506,511 3,513,527 6,937 C 
品川区 382,761 2,626,009 6,861 B 
大田区 717,295 2,643,928 3,686 B 
世田谷区 892,535 4,965,344 5,563 B 
中野区 325,460 1,880,440 5,778 C 
杉並区 558,950 2,416,281 4,323 C 
北区 345,149 1,792,511 5,193 C 
板橋区 557,309 2,227,760 3,997 B 
練馬区 723,711 3,171,751 4,383 B 
足立区 681,281 2,292,796 3,365 C 
葛飾区 456,893 1,294,160 2,833 B 
江戸川区 691,514 3,654,228 5,284 C 
八王子市 563,228 2,014,640 3,577 C 
町田市 428,572 2,043,217 4,767 B 
横浜市 3,735,843 12,414,297 3,323 C 
川崎市 1,474,167 4,799,367 3,256 C 
相模原市 716,981 2,125,130 3,003 B 
横須賀市 412,026 2,476,735 6,011 C 
藤沢市 428,612 2,551,598 5,953 C 
新潟市 800,112 3,913,776 4,892 C 
富山市 418,304 1,484,071 3,548 C 
金沢市 454,497 812,486 1,788 C 
長野市 382,001 1,377,803 3,607 C 
岐阜市 413,111 1,223,683 2,962 C 
静岡市 709,041 1,284,114 1,811 C 
浜松市 807,893 1,204,446 1,491 C 
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名称 人口（人） 一団体当たり 
経費（千円） 

一人当たり 
経費（円） 

クラウド 
導入区分 

名古屋市 2,279,194 5,274,818 2,314 C 
豊橋市 378,018 1,635,983 4,328 A 
岡崎市 384,659 1,061,011 2,758 A 
一宮市 386,208 729,698 1,889 C 
春日井市 311,708 462,622 1,484 B 
豊田市 424,095 1,149,920 2,711 C 
四日市市 312,211 653,569 2,093 C 
大津市 342,532 1,636,358 4,777 C 
京都市 1,418,340 7,387,277 5,208 C 
大阪市 2,691,425 10,470,635 3,890 C 
堺市 844,030 3,024,773 3,584 C 
豊中市 403,991 264,794 1,337 C 
吹田市 369,898 1,019,169 2,755 C 
高槻市 354,216 1,128,588 3,186 C 
枚方市 404,963 1,696,143 4,188 C 
東大阪市 493,922 1,682,372 3,406 C 
神戸市 1,546,255 5,784,802 3,741 C 
姫路市 540,000 2,345,072 4,343 C 
尼崎市 463,160 2,069,242 4,468 C 
西宮市 485,788 2,827,936 5,821 C 
奈良市 360,459 920,604 2,554 C 
和歌山市 373,074 1,091,622 2,926 C 
岡山市 708,652 1,824,295 2,574 C 
倉敷市 484,174 1,066,735 2,203 C 
広島市 1,193,857 3,262,885 2,733 B 
福山市 471,345 808,312 1,715 C 
高松市 429,242 577,694 1,346 C 
松山市 515,882 1,364,141 2,644 C 
高知市 334,049 778,885 2,332 C 
北九州市 966,628 2,904,476 3,005 C 
福岡市 1,514,924 4,473,170 2,953 C 
久留米市 306,800 560,083 1,826 C 
長崎市 432,088 814,773 1,886 C 
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名称 人口（人） 一団体当たり 
経費（千円） 

一人当たり 
経費（円） 

クラウド 
導入区分 

熊本市 733,844 5,421,257 7,387 C 
大分市 479,726 2,352,320 4,903 C 
宮崎市 404,375 1,071,468 2,650 C 
鹿児島市 606,706 1,271,947 2,096 C 
那覇市 324,157 818,583 2,525 C 
（参考）青森市 290,137 1,224,347 4,220 C 
（参考）盛岡市 292,795 1,047,394 3,577 C 
（出所）上記資料から記載。 
（注）人口は平成 29 年 1 月 1 日時点のものである。クラウド導入区分は、A:自治体クラウド導

入済、B:単独クラウド導入済、C:クラウド未導入団体を示す。 
 
  これによれば、当時の秋田市の一団体当たり経費 11.1 億円、一人当たり情報システム経費

3,511 円は、全体の一人当たり情報経費全体平均、人口規模別区分の一団体当たり経費平

均のいずれをも下回っていること、更に近隣の主要地方自治体より財政上優れていることから

見て、相対的に効率的と言えるが、クラウド未導入である点での課題と更なる経費節減の余地

が見られた。 
  しかし、これで十分なのかと言うと、そうではないであろう。秋田市は急激な人口減少の中で

他の地方自治体と引けを取らない行政サービスを提供しつつ、情報システムにおいても DX
化を含めた先進的施策を実施していかなければならない。そのため、当該時点でのベンチマ

ークとなる参考となる地方自治体が必要とも言えるであろう。 
  これについては、上記の地方自治体としては以下のものが挙げられる。 
 

【図表 11】ベンチマークの対象となる地方自治体の数値結果 
名称 人口（人） 一団体当たり

経費（千円） 
一人当たり 
経費（円） 

職員数（人） 
（注） 

クラウド 
導入区分 

秋田市 314,869 1,105,480 3,511 2,601 C 
前橋市 338,916 396,736 1,171 2,587 B 
高崎市 375,255 692,152 1,844 2,350 B 
所沢市 343,993 469,279 1,364 2,129 C 
金沢市 454,497 812,486 1,788 3,278 C 
春日井市 311,708 462,622 1,484 2,940 B 
高松市 429,242 577,694 1,346 3,712 C 
長崎市 432,088 814,773 1,886 3,189 C 
（注）職員数は当時の資料が得られていないため、便宜的に令和 3 年 4 月 1 日当時のもので
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ある。 
 
  上記において職員数も含めたのは、情報システム投資を抑制して、職員の人力により業務

を対応している場合も想定しているので比較のため掲載している。これらの比較対象の地方自

治体の情報システム政策を勘案して今後の政策を進めていく必要があろう。特に前橋市、高

崎市においては近隣自治体を含めて共同で業務の標準化を進めたり、新たなシステム政策を

展開しつつ現行業務を行っており、それにもかかわらず、情報システム経費の少なさは驚異的

である。 
  ヒアリングによれば、現在の秋田市の DX 化を含めた情報システム計画における方針に、効

率化の視点はあるものの、具体的に情報システム経費（秋田市では IT 経費と呼んでいる）を

いくら以下にするという点が明記されていない。これについて諸般の事情を考慮すると、年間

10 億円以下であろう。具体的に総額をいくらとして効率化を行うかを明記すべきであろう。そう

なると、前橋市等の実情が参考となると思われる。 
 
②  令和 2 年度予算との比較 
  これについて、【図表 8】に示した令和 2 年度の予算額 2,084,919 千円を①の調査におけ

る記入要領に基づき集計し直すと、1,382,290 千円になるものと推計され、令和 2 年 1 月 1 日

の秋田市の人口 305,625 人で割った数字は 4,522 円（住民一人当たり情報システム経費）と

なり、人口 30 万人以上の平均 3,601 円の実に 1.25 倍となっている。①の調査当時の秋田市

の住民一人当たり情報システム経費 3,511 円と比較しても 1.28 倍となっている。 
  なお、人口 30 万人以上の 84 団体においても住民一人当たり経費は、自治体クラウド導入

団体は 3,543 円、単独クラウド導入団体 3,772 円、クラウド未導入団体は 3,561 円でありその 
いずれの団体の平均よりも秋田市の金額は高いものとなっている。 
  次に秋田市の平成 29 年度の住民一人当たり情報システム経費 3,511 円と令和 2 年度の

住民一人当たり情報システム経費 4,522 円の差異 1,011 円について、人口減少による影響と

予算増加による影響の 2 つの観点から差異分析を行う。 
  人口減少による影響（ここでは人口変化差異と名付ける）は、3,511 円✕（314,869 人－

305,625 人）/305,625 人=106 円となり、残りの予算額増加による影響（ここでは予算差異と名

付ける）は 905 円となり、当該変化の原因のほとんどは予算額の増加 276,810 千円にあること

となる。 
 その結果、住民一人当たり情報システム経費 4,522 円は、平成 29 年当時の青森市の住民

の負担額をも上回ることとなる。 
 ①に記載したとおり、現在の秋田市の DX 化を含めた情報システム計画における方針に、効

率化の視点はあるものの、具体的に情報システム経費をいくら以下にするという点が明記され

ていない。情報システムの経費を、公有財産の維持建設経費に置き換えてみた場合、長期的

な維持管理方針や経費管理については現在多くの地方自治体はコントロールができていると
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ころ、情報システムについては、そのような総額のコントロールができていないことから、①にお

いて先に示した総額のベンチマークである年間 10 億円を目標として細かい精査が望まれると

ころである。 
  なお、DX 化等の現在の改革の目的は多額の経費をかけて高度な電子自治体を作り上げ

ることが目的ではなく、現在の非効率で高コストな情報システムを効率的なものに置き換えるの

が主目的であり、このため令和 3 年度においても政府が地方自治体のために負担すべき費用

を予算として計上しているのである。現在に加えて、更に高コストなシステムを作ることが目的

ではないことを明記しておく。 
 
③  今後の方針について 
  秋田市においては、上記事項を前提として一定の総予算枠の範囲で、以下に示す情報シ

ステムに係る政策を検討すべきであろう。 
  具体的には、①標準化の進展、②クラウド化の進展、③共同化（広域連携）の伸展、④AI、
RPA の活用等が挙げられる。 

「地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及び AI・ロボティックスの活用に関

する研究会（スマート自治体研究会）」では更に、第 9 回（2019 年 3 月 5 日）においては、AI、
RPA の活用事例等が示されているので参照されたい。RPA についても当初紹介され始めた

数年前と異なり、ベンダに依存しなくとも自己で導入できるようになっており、導入されやすい

環境となっていることに留意されたい。 
更に、標準化等の業務についてもそれ自体を特定のベンダに多くを外注するのではなく、

自らが精査し、業務を行うとともに、委託の人件費の作業コストについても計画の精査、計画と

実績の比較、有効な工程管理等によりコスト削減に努める必要がある。 
 
【意見 2】 標準化に伴う今後の作業について 

  ヒアリングによれば情報システムの標準化に伴う業務について、システムを所管する部署が

個々にスケジュール等を検討しているとのことであった。監査対象とされる令和 2 年度におい

ては当然であろうが、比較的早いうちに当該業務の秋田市での全体像を整理しておくべきで

あろう。 
この時留意すべき事項としては以下の点が挙げられる。 

① 推進体制については、デジタル化推進本部又は企画財政部が担当することが想定される

が、そのいずれが行う場合であっても、対象となるシステムを所管する部署のメンバーを含め

たプロジェクト組織を作成し、現状の事務処理の効率化に資するものとして標準化を図ること

が望まれる。 
② 地方自治体によっては、当該作業自体を「支援委託業務」として外注する傾向が増加して

いるが、当該作業のほとんどを外注してしまっては自治体職員のスキルが身につかないリス

クがある。具体的作業を外注する場合でもできるだけ自治体職員も主体的に参加するような
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委託の方法をとることが望まれる。 
③ 現行業務のフローチャートを作成し業務の見える化を図る場合においては、単に現行業

務に追随するのではなく、効率化を図るために業務の見直しを図り、ありうべき業務を対象と

して標準化を図ることが望まれる。 
④ 今回対象となる情報システムにおいて、既存システムがスクラッチ開発である場合には、

全面的見直しとなる可能性があり、データ移行等に非常に時間がかかる場合も考えられるこ

とから、当該情報システムについてできるだけ早く見直し作業を行うことが望まれる。 
⑤ 秋田市独自の業務部分はできるだけ必要最小限のものとすべきである。 
⑥ 上記プロジェクトの管理においては、PMBOK（PROJECT MANAGEMENT BODY 

OF KNOWLEDGE、プロジェクトマネジメント知識体系ガイド）等プロジェクトマネジメントの

一般的手法を活用して合理的、効率的手法により作業を進めることが望まれる。 
 
 
４．秋田市の情報システムに関する規程の整備状況 

（１）IT 調達に係る規程 

  秋田市における IT 調達については、基本的考え方を「秋田市情報システム調達指針」に示

すとともに、当該事務手続きとして、「秋田市情報システム調達マニュアル（VER1.0）」（平成

26 年 3 月）によりまとめられているが、特にシステム開発において開発規程を独立して定めて

いるわけではない。しかし、上記マニュアルを通じて業務を企画財政部が一元的にチェックす

ることで一定の品質を維持することとしている。 

また、平成 27 年度から平成 28 年度にかけて、総務省の「ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業」

を活用して基幹系システム再構築の専門家（１名）を招へいし、汎用機のオープン化に関する

助言・指導を得て、企画段階で地方自治体が IT 調達で行うべき業務の知見を得ているとのこ

とであった。 

 

（２）情報セキュリティに係る規程 

  以下の要綱等により示し管理をしている。これによれば、必要な規程等は整備していると判

断される。なお、情報セキュリティ監査については下記の規程に従い定期的に実施しているが、

システム監査については実施していない。過去 5 年間において情報セキュリティに関する重要

な事故は発生しておらず、2 度のメールの誤送信があった程度であるとのことである。 

 

【図表 12】 情報セキュリティに関する要綱等一覧 
項番 要綱等 

1 情報セキュリティポリシー 

2 秋田市情報セキュリティ委員会設置要綱 
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項番 要綱等 

3 情報セキュリティ監査実施手順書 

4 秋田市 CSIRT 設置要綱 

5 秋田市最高情報統括責任者設置要綱 

6 情報統計課執務室、オペレーション室およびサーバ室入退室管理要綱 

7 秋田市公衆無線 LAN セキュリティ基本方針 

8 秋田市ウェブアクセシビリティ基本方針 

9 共通 SSID と共通利用者認証の推進による秋田市公衆無線 LAN 環境の拡大方針に

ついて 

10 秋田市情報統計課情報資産漏えい防止対策実施手順 

11 秋田市行政事務システム情報セキュリティ対策実施手順 

12 情報資産分類の手引 

13 リモートワークにおける情報セキュリティ対策実施要領 

14 外部から持ち込んだ又は外部から持ち帰ったモバイル端末を庁内ネットワークに接

続する場合の対策指針 

（注）個人情報に関する要綱等を除く。 

 

(３)専門人材の採用及び職員の教育について 

  IT に関する専門人材については経験者採用として、「ＡＩやＩOＴ等のＩＣＴを利活用した市民

サービスの向上や、手続のオンライン化、キャッシュレス化による行政運営の効率化等 (デジ

タル対応)」のための人材を若干名採用している。 

  職員の教育等についても以下の対応を行っているとのことである。 

①  職員研修科目として、庁内講師が指導する「パソコン研修」（エクセル、アクセス、パワー

ポイントなど）を実施している。なお、令和元年度までは、職場のＯＡ推進のリーダーとなる

「電脳中核人」を養成する研修（グループウェア、ネットワーク、セキュリティ等）を実施してい

るが、コロナ禍で実施が難しいこともあり、休止している。 

②  資格補助として、課所室の業務に必要な公的資格を職員が取得する際の一定額（１／２、

最大２万円）を補助する「秋田市資格取得助成金」制度を実施しており、ＩＴ関係の資格取得

も対象となる。 

 

（４）監査の結果及び意見 

【意見 3】 秋田市情報システム調達マニュアルの改訂について 

 「秋田市情報システム調達マニュアル（VER1.0）」が公開されたのは平成 26 年（2014 年）

であり、当時、独立行政法人情報処理推進機構が、「共通フレーム 2013」（ソフトウェアの構想

から開発、運用、保守、廃棄に至るまでのライフサイクルを通じて必要な作業項目、役割等を
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包括的に規定した共通の枠組み。ＩＴシステム開発の作業規定にあたる。）を公表し、システム

企画フェーズ等新たな枠組みを提示したのに合わせて開発から維持管理に至る包括的手続

きを簡易に示したものとして評価することはできる。「業務・システムの最適化」、「EA」と言った

当時の新しい概念も盛り込みつつ、契約前の企画段階で企画財政部のチェックを通じて統一

化した効率的契約を実現しようとする意図は一定の評価ができる。 
  しかし、以下の理由により全面的な改訂が望まれる。 
① セキュリティの概念の拡大 
   これまでは情報セキュリティという用語で使われていたが、近時では政府はサイバーセキ

ュリティという用語を使用するようになっている。「情報セキュリティ」とは JIS Q27000：2019
においては「情報の機密性、完全性、及び可用性を維持すること。さらに、真正性、責任追

及性、否認防止、信頼性などの特性を維持することを含めることもある」とし、これらの要件を

構成要素としている。一方、サイバーセキュリティとはサイバーセキュリティ基本法第 2 条より、

情報セキュリティの構成要件以外に「電磁的方式により記録・送受信される情報の漏えいや

改ざんの防止、情報の安全管理のために必要な措置」として「安全性」と言う要件が明確に

加わっている。このため、「安全性」の視点を強く意識したものとする必要がある。 
 
② 情報システムの標準化・クラウド化の視点 
   先に示した自治体情報システム等の標準化等により地方自治体の IT 調達に関する手続

きは根本的に変わらざるを得ない。そして当該システム自体やその改修については標準化

の効果は顕著に表れると考えられる。一方、維持管理に関する手続きや機器の調達におけ

るコスト削減は情報機器の専門知識に関するベンダとの情報の非対称性はますます拡大す

る可能性はある。特に、当該地方自治体の実情に合わせたネットワークの敷設費用等は専

門知識の有無により調達費用の効率化が影響を受ける可能性がある。更にグリーン調達や

要件定義における非機能要件の記載等も重視されなければならない。 
 
③ IT 調達の契約の視点 
   独立行政法人情報処理推進機構は令和 3 年（2021 年）、2020 年 4 月施行の民法改正

を踏まえた「情報システム・モデル取引・契約書」を公開している。これにおいてはセキュリテ

ィに関連する検討事項も含まれており、民間企業間の契約だけでなく、地方自治体とベンダ

との契約でも有用な情報を提供している。このため、マニュアルについても実際の契約面に

ついての記載の材料としても有用と考えられる。 
 
④ 契約名称の統一化 

  秋田市における IT 調達については、システム構築、機器等賃貸借、サービス利用、機

器等保守、保守業務、運用業務と 6 種類に分類しているにもかかわらず、各契約の名称が

それらと整合せず、契約名から分類が判断できないものや、異なる分類の名称を用いてい
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るものも見受けられる。これらについて、統一的対応が望まれる。 
 
⑤ 携帯アプリの開発の視点 
   近時一般のシステム開発だけでなく、公的機関が携帯アプリを提供する機会が増加して

いる。携帯アプリについては開発言語の違い、バージョンアップの頻度、開発手法といった

点でこれまでの情報システムと異なる面がある。そのため、大阪市では、「大阪市スマートフ

ォン向けアプリ導入ガイドライン」（直近平成 31 年 4 月 1 日改訂）を公表している。秋田市で

も携帯アプリの導入を前提としたガイドラインを当該 IT 調達ガイドラインに含めるか別に作

成するかはともかく同様な文書の作成の必要性が求められる。 
 
【意見 4】 IT 資格助成について 

  秋田市における職員の資格助成については資格取得費用の一定額（１／２、最大２万円）

を補助することとしている。しかし雇用保険における教育訓練給付制度や民間の資格補助制

度と比較した場合や、実際に職員が資格を取得するのにかかる費用（専門学校等）を考慮す

ると、現状では最も簡単な資格程度しか想定できない状況である。これでは高度情報処理試

験等の国家資格を取得する動機にはなりえないであろう。今後検討をされたい。 

 

【意見 5】 脱 PPAP 問題への対応について 

 脱 PPAP とは、添付ファイルで ZIP ファイルにパスワードを付して、当該パスワードを別メール

で送る慣習をやめることを言う。元デジタル大臣の平井卓也氏がかつて提唱したもので、情報

セキュリティ上大きな効果があるとは思えないにも関わらず長く慣習化している状況が続いて

いる。 

 これに対し秋田市は当該問題を研修等では取り上げているものの、取り立てて改善の動きは

ないということである。 

  脱 PPAP の手法の１つとしては、ファイル転送サービスを利用する方法がある。これについ

ては容量の大きいファイルの転送に東京都等が既に導入されているが、安全性の高いサービ

スを選択する必要がある。第２はオンラインストレージを利用する場合もあるが、この場合も安

全性の高い方法を選択する必要がある。 

なお、北海道庁の最近の事例では、これまで運用していたデジタルアーツのメールセキュリ

ティソフトウェア「M-FILTER」に、ファイルセキュリティサービス「FINALCODE@CLOUD」を

組み合わせることによって仕組みを整えたとされている。 

 

 

 

 

 



第３ 監査対象の概要及び総論 

30 
 

【図表 13】 北海道庁で採用した仕組み 

 

（出所）デジタルアーツの資料による。 

 

いずれの方法を採用するにせよ、政府の方向性の提示を待つまでもなく、速やかに検討す

ることが望まれる。 
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第４ 監査対象とした個別システム等の概要と結論 

以下においては、個別に抽出した個別システム等の概要及び監査の結果を記載する。 
 

１．ホームページの維持管理とセキュリティ対応（その１） 

（１）抽出した監査対象の概要 

秋田市の企画財政部が主管である以下の 3 つのウェブシステムを対象とした。 

 

【図表 14】 対象としたホームページと関連する契約 

システム名 業務名 契約金額 事業者名 期間 事業名 
秋田市いい

わ 
秋田市移住定住

情報ホームペー

ジ作成保守管理

業務委託 

4,100 千円 ㈱トラパンツ 
R2.7.22 

～ 
R3.3.31 

地域おこし協

力隊活用事業 

秋田市ホー

ムページ 
ホームページ運

用保守費 4,560 千円 ㈱アキタネット 
R2.4.1 

～ 
R3.3.31 

地域情報化推

進経費 

秋田市ホー

ムページ 
ホームページ自

動翻訳サービス

運用保守 
299 千円 ㈱アキタネット 

R2.4.1 
～ 

R3.3.31 

地域情報化推

進経費 

（注）2 番目と 3 番目の業務は同一のホームページに対する２つの契約である。 

 

（２）所管部署の概況と関連する事務処理の状況 

P12 で示したように当該部署は全庁的な情報システムを所管する部局であり、所管する個

別システムの管理だけでなく、全庁的に必要とされる情報システムの管理を行っている。 

 

（３）予算の執行状況 

以下のとおりである。 

 

【図表 15】 対象契約に係る予算執行状況 

システム名 予算額 決算額 執行率 
秋田市いいわ 4,104 千円 4,100 千円 99.92% 
秋田市ホームページ 4,560 千円 4,560 千円 100.00% 
秋田市ホームページ 299 千円 299 千円 100.00% 
（注）1 番目は企画財政部人口減少・移住定住対策課の所管であり、2 番目と 3 番目は企画財

政部情報統計課の所管である。 



第４ 監査対象とした個別システム等の概要と結論 

32 
 

（４）実施した監査手続き 

① ウェブアプリケーションの情報セキュリティの実装状況の検証 

 上記2件のウェブアプリケーションに対して、IPA（独立行政法人情報処理推進機構）が公表

している「セキュリティ実装チェックリスト」を所管課である企画財政部人口減少・移住定住対策

課及び企画財政部情報統計課に記載してもらい、回答書の内容の妥当性を確認した。 

回答書によれば、11 の全ての脆弱性に関して適切な対応策が実施済みとなっており問題

は特にないと認められた。 

 

② ウェブアプリケーションの暗号設定状況の検証 

上記 2 件のウェブアプリケーションに対して、IPA（独立行政法人情報処理推進機構）が公

表している「TLS 暗号設定ガイドライン」（2020 年 7 月）に添付されている「TLS 暗号設定ガイ

ドラインチェックリスト」を所管課である企画財政部人口減少・移住定住対策課及び企画財政

部情報統計課に記載してもらい、回答書の内容の妥当性を確認した。 

 

③ 契約の準拠性 

保守契約書等の関連資料を入手し、「秋田市情報システム調達マニュアル（本編）

VER1.0」（平成 26 年 3 月）の維持管理（保守業務）の手続きに従い業務が実施されており、

特に問題はないと認められた。 

 

④ 有用性の視点 

  秋田市は他の主要自治体と同様に、ウェブアプリケーションについては、「秋田市ウェブア

クセシビリティ基本方針」を策定し、これに従い各主管部局の各自のホームページの作成等に

ついて一貫したルールに従った構築等の体制が確立されていることを確認した。 

 

【参考】ウェブアクセシビリティ基本方針について 

2004 年 6 月、WEB アクセシビリティを規定する「WEB コンテンツ JIS」《JIS X8341-3 ウ

ェブコンテンツ JIS（正式名称：「高齢者・障害者等配慮設計指針−情報通信における機器、ソ

フトウェア及びサービス−第３部：ウェブコンテンツ」)》が制定された。これをうけて、世界的なホ

ームページの仕様である W3C(WORLD WIDE WEBCONSORTIUM)に準拠することはも

とより、自治体・公共機関や公共性の高い企業などのサイトでは、バリアフリーなホームページ

を構築・運用し情報提供を行うことが求められるようになった。これらの流れを受けて、当該基

本方針が策定されている。 

 

⑤ 効率性の視点 

更 に 、 上 記 ホ ー ム ペ ー ジ に つ い て は 、 CMS （ CONTENTS  MANAGEMENT 

SYSTEM）を利用して作成されていることを確認した。ここで、CMS とは、WEB サイトの制作
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や運営を簡易な形で行うことができるシステムである。CMS には、デザイン化された WEB サ

イトの雛形が用意されており、情報の発信者は、そこに文章や画像データ、図表などを登録す

るだけで WEB サイトが出来上がる仕組みになっており、効率的な制作及び運用ができるとさ

れている。 

 

⑥ その他の手続 

・ホームページ自動翻訳サービスに関するベンダーの説明資料等を入手して内容の妥当性を

確認した。 

・「TsuNaGo つなごう」の操作ガイド作成・承認編（秋田市公式ホームページ、2019 年 5 月 

第 1.1 版）を入手してページ編集の手続きの妥当性を確認した。 

 

（５）秋田市デジタル化推進計画との関係について 

本計画は、令和 3 年 6 月に秋田市が策定した DX に関する計画であるが、企画財政部情

報統計課によれば、現在までに秋田市はホームページを全面的に改訂等する予定はないと

の事であった。ただ上記計画の中で 1 点だけホームページに関連する施策が記載されてい

る。 

 

【図表 16】 ウェブに関する秋田市デジタル化推進計画の扱い 

施策の名称 ４ ウェブアクセシビリティに配慮した公式ホームページの運営 
施策の概要  あらゆる情報やサービスがデジタル機器の利用を前提としつつあ

り、高齢者や障がい者の方にウェブサイトの活用は重要となってきて

いる。誰もが使いやすいホームページとなるよう、本市ウェブサイトに

ついては、「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に基づき日本産

業規格に準拠するよう改善を図り、デジタルデバイドの解消に寄与

する。 
主な評価指標 日本産業規格への適合レベル 

主な担当課 企画財政部情報統計課 

   （出所）秋田市デジタル化推進計画 

 

（６）監査の結果 

上記手続きにより、現状において秋田市のホームページの作成・保守に関しては、セキュリ

ティも含め以下の点を除き特に指摘すべき問題点は認められなかった。また、「セキュリティ実

装チェックリスト」における脆弱性は検出されていない。なお、以下の記載においては、秋田市

の情報セキュリティを考慮して抽象的な記載にとどめていることに注意を要する。 
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  また、本結果を示す前提として、使用した「チェックリスト」の意義と目的について以下に簡

単に示すこととする。 

① セキュリティ実装状況 

IPA（独立行政法人情報処理推進機構）は、届出を受けた脆弱性関連情報を基に、届出件

数の多かった脆弱性や攻撃による影響度が大きい脆弱性を取り上げ、WEB サイト開発者や

運用者が適切なセキュリティを考慮した WEB サイトを作成するための資料として、「安全なウ

ェブサイトの作り方（改訂版第 7 版）」を令和 3 年（2021 年）3 月 31 日に公表している。これに

は、脆弱性の事例に対してその根本的な解決策と、保険的な対策が示されているとともに、

WEB サイト全体の安全性を向上するための取組や WEB アプリケーション開発者が陥りやす

い失敗例を紹介している。更に、WEB アプリケーションのセキュリティ実装の実施状況を確認

するための「セキュリティ実装チェックリスト」が付属している。 
  本監査では、当該チェックリストを用いて各 WEB アプリケーションについて検証を行った結

果、脆弱性は検出されなかった。 
 

② 暗号化対応 

  近時、企業だけでなく地方自治体のホームページ等に攻撃をかけることにより重要な情報

セキュリティの事故が発生することが増加している。これに対する対策の一つとして SSL
（SECURE SOCKETS LAYER）を強化することが求められている。ここで、SSL とは、インタ

ーネットなどの IP ネットワークでデータを暗号化して送受信するプロトコル（通信手段）の１つ

で元々はインターネット開発の初期の頃、当時のブラウザベンダーであった NETSCAPE 社

により開発されたクライアントサーバモデルにおけるセキュリティのプロトコルであった。データ

を送受信する一対の機器間で通信を暗号化して、成りすましやデータの盗み見、改ざんなど

を防ぐ機能を有している。具体的には、公開鍵暗号を応用したデジタル証明書による通信相

手との認証、共通鍵暗号（秘密鍵暗号）による通信の暗号化、ハッシュ関数による改ざん検知

を可能とし、特に WEB アクセスに使われる HTTP と組合わせて WEB サイトで認証情報等の

送受信を安全に行う仕組みを構築するものである。その後 SSL は脆弱性対応のためバージョ

ンアップされた。 
 IETF（INTERNET ENGINEERING TASK FORCE;インターネット技術特別調査委員

会）は、ベンダー間での互換性を解決するために SSL3.0 を基に TLS(TRANSPORT 
LAYER SECURITY PROTOCOL )1.0 を策定し、以降現在最新のものは 2018 年に公開さ

れた TLS1.3 であり、それ以前のバージョンは 2008 年公開の TLS1.2 である。 
 IPA（独立行政法人情報処理推進機構）は、上記に対応して「TLS 暗号設定ガイドライン～

安全なウェブサイトのために（暗号設定対策編）～」VER3.0.1（2020年7月）に公表した。これ

には、チェックリスト（「TLS 暗号設定ガイドラインチェックリスト」）が付属されており、対象システ

ムの安全性の確保と相互接続のトレードオフにより、「高セキュリティ型」「推奨セキュリティ型」

「セキュリティ例外型」の３段階の設定基準を設けて、以下の要求設定項目について検証する
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ものとしている。つまり、当該分野の脆弱性への対応は、プロトコルバージョン管理、サーバ証

明書管理、及び暗号スイート管理の 3 点により行うことを前提としている。 
 

【図表 17】 要求設定における遵守項目と推奨項目 

要求項目 遵守項目 プロトコルバージョン 利用禁止プロトコルバージョンを利用不

可にする設定 

サーバ証明書 利用する暗号アルゴリズムと鍵長の設定 

発行・更新時の鍵情報の生成方法の明

確化 

警告表示の回避方法の明確化 

暗号スイート 利用禁止暗号アルゴリズムを利用不可

にする設定 

公開鍵暗号の鍵長の設定 

推奨項目 プロトコルバージョン 利用プロトコルバージョンの優先順位付

け 

暗号スイート 利用推奨暗号アルゴリズムのみでの設

定 

推奨暗号スイートの優先順位付け 

（出所）「TLS 暗号設定ガイドライン～安全なウェブサイトのために（暗号設定対策編）～」

VER3.0.1（2020 年 7 月）より記載。 

 

 本監査においては、秋田市の管理する WEB サイトの公共性に鑑みて、TLS 暗号設定ガイド

ラインチェックリストにおいては「推奨セキュリティ型」を採用して、当該チェックリストにより 2 つ

の WEB サイトについて検証を行った。 

 

【意見 6】 ホームページ秋田市いいわの情報セキュリティについて 

表記TLS暗号設定ガイドラインチェックリストの実施結果については重要な脆弱性は検出さ

れていない。しかし、以下の問題点が存在する。 

具体的にはプロトコルバージョンの設定の問題である。現在の設定は TLS1.2 の設定となっ

ており、SSL2.0 から TLS1.1 までを無効化しているが、TLS1.3 が設定されていない。これに

ついては、ソフトウェア及びハードウェアのサポート状況との関係から設定していないとの見解

も存在し、「TLS 暗号設定ガイドライン～安全なウェブサイトのために（暗号設定対策編）～」

VER3.0.1（2020 年 7 月）においても、以下のように脆弱であるとはされていない。 
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【図表 18】 プロトコルバージョンでの安全性の違い 

SSL/TLS攻撃方法に対

する耐性 

TLS1.3 TLS1.2 TLS1.1 TLS1.0 SSL3.0 SSL2.0 

ダウングレード攻撃（最

弱の暗号アルゴリズムを

強制的に使わせることが

できる） 

安全 安全 脆弱 脆弱 脆弱 脆弱 

バージョンロールバック

攻撃（意図したよりも古

いバージョンを強制的に

使わせることができる） 

安全 安全 安全 安全 脆弱 脆弱 

ブロック暗号の CBC モ

ード利用時の脆弱性を

利 用 し た 攻 撃

（BEAST/POODLE 攻

撃など） 

安全 安全 安全 パッチ

適用要 

脆弱 脆弱 

（出所）「TLS 暗号設定ガイドライン～安全なウェブサイトのために（暗号設定対策編）～」

VER3.0.1（2020 年 7 月） 

 

 しかし TLS1.3 は平成 30 年（2018 年）に公表され既に 4 年余りも経過していること、及び

「セキュリティ強度のより高い暗号アルゴリズムが使われている点」「セッションのリネゴシエーシ

ョンや再開に関する脆弱性のある方式を廃止し、セッション再開について新たな方式を採用し

ている点」「ネゴシエーションシーケンスの大幅な変更をしている点」という相違点からより安全

性かつ高速な WEB 通信を可能としていることから、そろそろ最新のバージョンを採用すること

を積極的に検討してもよいのではないだろうか。 

 

【意見 7】 秋田市ホームページの情報セキュリティについて 

表記TLS暗号設定ガイドラインチェックリストの実施結果については重要な脆弱性は検出さ

れていない。しかし、以下の問題点が存在する。 

 

第 1 は、プロトコルバージョンの設定の問題である。【意見６】と同様に、現在の設定は

TLS1.2 の設定となっており、SSL2.0 から TLS1.1 までを無効化しているが、TLS1.3 が設定

されていない点である。これについては【意見６】と同様の理由から改善が求められる。 

  第 2 は暗号スイートの設定について以下に定める推奨される暗号アルゴリズムを組合わせ

たスイートのみの設定となっていない点である。これについてもあくまでも推奨されるだけであり、
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そうでなくても必ずしも脆弱というわけではないが、当該公的 WEB アプリケーションの役割を

考えると実装すべきであると考える。 

 

【図表 19】 プロトコルバージョンでの安全性の違い 

利用推奨アルゴリズム一覧 

鍵交換 ECDHE 
DHE 

署名 ECDSA 
RSASSA PKCS#1 V1.5 (RSA) 
RSASSA-PSS（TLS1.3のみ） 

暗号化 ブロック暗号 AES 
CAMELLIA（TLS1.2のみ） 

暗号利用モード GCM 
CCM 
CCM_8 
CBC 

ストリーム暗号 CHACHA20-POLY1305 
ハッシュ関数 SHA-256 

SHA-384 
SHA-1 

   （出所）「TLS 暗号設定ガイドライン～安全なウェブサイトのために（暗号設定対策編）～」

VER3.0.1（2020 年 7 月） 
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２．ホームページの維持管理とセキュリティ対応（その２） 

（１）抽出した監査対象の概要 

秋田市の観光文化スポーツ部観光振興課が主管である以下のウェブシステムを対象とし

た。 

 

【図表 20】 対象契約の概要 

システム名 業務名 契約金額 事業者名 期間 事業名 

秋田市観光

my タクシー

多言語予約

サイト 

保守管理業務 499 千円 ㈱トラパンツ 

R2.4.1
～

R3.3.31 

観光客等受入

促進事業 

秋田市観光

my タクシー

多言語予約

サイト 

改修業務 1,696 千円 ㈱トラパンツ 

R3.1.13 
～

R3.3.23 

観光客等受入

促進事業 

 

（２）対象システムと改修業務について 

① 「観光 my タクシー」システムの概要 

ネットワーク構成図は以下のとおりである。 

 

【図表 21】 ネットワーク構成図の概要 

（出所）観光文化スポーツ部の資料による。 
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  〇運用フロー概略 

利 用 者 タクシー会社 

①サイト上から予約申し込み 

 

 

 

 

④本予約メール受信 

 

②仮予約メールの受信 

 

③「管理画面」で本予約を確定 

 

④本予約メール受信 

 

    （出所）タクシー業者向け操作マニュアルより 

 

② 秋田市観光 my タクシー多言語予約サイト、改修業務について 

主な概要は以下のとおりである。 

 

改修の目的 利用者の利便性の向上と事業者の円滑な運行を図る。 

業務内容 (1)多言語連絡機能追加 

利用者とタクシー会社が相互の連絡につき、機械翻訳による通知を

行い、多言語対応を可能にする。 

(2)業者パス機能追加 

 対応不可の場合、システム内で次のタクシー会社に予約をスキップ

することでタクシー会社間の煩雑な調整作業を簡略化するもの。また、

期限や条件に応じて自動的にスキップすることで、迅速な対応を可能

にする。 

(3)車種追加 

   ジャンボ予約を可能とする。 

 

観光 my タクシーは外国人旅行客にも利用されており、現在はコロナウイルスの影響でイン

バウンドは少ないが、今後の経済回復時には上記のシステム改修は十分に有効性の高いもの

であると思われる。 

 

（３）予算の執行状況 

【図表 22】 対象契約に係る予算執行状況 

システム名 予算額 決算額 執行率 

秋田市観光 my タク

シー多言語予約サイ
500 千円 499 千円 99.88% 
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システム名 予算額 決算額 執行率 

ト 
（保守管理業務） 
秋田市観光 my タク

シー多言語予約サイ

ト 
（改修業務） 

1,696 千円 1,696 千円 100% 

（出所）観光文化スポーツ部の資料による。 

 

（４）実施した監査手続き 

① ウェブアプリケーションの情報セキュリティの実装状況の検証 

上記 1 件のウェブアプリケーションに対して、IPA（独立行政法人情報処理推進機構）が公

表している「セキュリティ実装チェックリスト」を所管課である観光文化スポーツ部観光振興課に

記載してもらい、回答書の内容の妥当性を確認した。 

 

② ウェブアプリケーションの暗号設定状況の検証 

上記 1 件のウェブアプリケーションに対して、IPA（独立行政法人情報処理推進機構）が公

表している「TLS 暗号設定ガイドライン」（2020 年 7 月）に添付されている「TLS 暗号設定ガイ

ドラインチェックリスト」を所管課である観光文化スポーツ部観光振興課に記載してもらい、回

答書の内容の妥当性を確認した。 

 

③ 契約の準拠性 

保守契約書等の関連資料を入手し、「秋田市情報システム調達マニュアル（本編）VER1.0」

（平成 26 年 3 月）の維持管理（保守業務）、情報システム構築の手続きに従い業務が実施され

ており、特に問題はないと認められた。 

 

（５）監査の結果 

上記 2 件の契約としては、問題はないものの、「セキュリティ実装チェックリスト」の結果からは

以下の脆弱性が見られた。 

 

【指摘事項 1】ウェブアプリケーションの脆弱性について 

  以下のような点で未対策があった。 
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【図表 23】 不備事項一覧 

NO. 脆弱性の種類 対策の性質 チェック 実施項目 

１ セッション管理の不備 根本的解決 未対策 HTTPS 通信で利用する

Cookie には secure 属性

を加える。 

2 クロスサイト・スクリプティ

ング： 

全てのウェブアプリケー

ションに共通の対策 

保険的対策 未対策 Cookie 情報の漏洩対策と

して、発行する Cookie に

HttpOnly 属性を加え、

TRACE メソッドを無効化

する。 

3 バッファーオーバーフロ

ー 

根本的解決 未対策 脆弱性が修正されたバー

ジョンのライブラリを使用す

る。 

（注）項番はチェックリストの番号を示す。 

 

上記脆弱性については、早急に適切な改善のための対応を行うことが必要である。 

 

【意見 8】 TLS 暗号設定ガイドラインチェックリストの実施に伴う不備事項の是正について 

◎TLS1.3 未実装について 

 前節で示したように SSL/TLS はシステムのセッション層に位置するセキュアプロトコルであ

り、通信の暗号化、データ完全性の確保、サーバの認証を行う機能を有する。セッション層に

位置することで、アプリケーション層ごとにセキュリティ確保のための仕組みを実装する必要が

なく、HTTP、 SMTP、POP など様々なプロトコルの下位に位置し、上記の機能を提供するこ

とができるものである。SSL/TLS では、暗号通信を始めるに先立って、ハンドシェイクという手

続きが実行される。 ハンドシェイクでは、①ブラウザとサーバが暗号通信するために利用する

暗号アルゴリズムとプロトコルバージョンを決定し、②サーバ証明書によってサーバの認証を

行い、③そのセッションで利用するセッション鍵を共有するまでの一連の動作を行う。その際、

SSL/TLS では相互接続性の確保を優先してきたため、一般には複数の暗号アルゴリズムと

プロトコルバージョンが実装されている。その結果として、暗号通信における安全性強度は、ハ

ンドシェイクの①の処理でどの暗号アルゴリズムとプロトコルバージョンを選択したかに大きく依

存することになる。 

  TLS1.3 は、TLS1.2 策定以降に見つかった新たな脆弱性や攻撃手法への対策を施すと

共に、QUIC（現在 IETF で標準化が進められているトランスポートプロトコル。内部的に

TLS1.3 を利用する）等のプロトコルに対応するための性能向上を狙いとして、プロトコルと暗

号アルゴリズムの抜本的な再設計が行われたものであり、令和 2 年（2020 年）3 月の時点では

最新バージョンである。このため、当該バージョンが実装されておらず、１つ前のバージョンで



第４ 監査対象とした個別システム等の概要と結論 

42 
 

あったからと言ってすぐに脆弱であるとは結論づけられないが、安全性向上のため最新バー

ジョンのものを実装する必要がある。 

 

◎サーバ証明書設定事項の確認行為を仕様書に明記 

サーバ証明書の設定事項（サーバ証明書の発行・更新を行う際に、自ら公開鍵と秘密鍵の

鍵ペアを生成する場合には、新たな公開鍵と秘密鍵の鍵ペアを生成しているか）は満たされ

ているが、当該事項を行うことが契約書の仕様又は運用手順書に記載がされていなかった。

受託業者が正しく実施しているから事実上問題はないが、契約書等の更新の際には改めて記

載することが必要である。 

 

◎暗号スイートの設定範囲について 

先に示したように暗号スイートとは、様々な手段や方法を組合わせた暗号通信システムにお

いて、暗号アルゴリズムやハッシュ関数、鍵長などの設定の組み合わせを言う。通信を開始す

る際にどの暗号スイートを利用するか交渉を行い合意する機能がある。 

先に示した TLS1.3 の暗号スイートでは、TLS1.2 までの暗号スイートの組から「鍵交換」と

「署名」が外され、「暗号化＿ハッシュ関数」だけの構成に変更となった。実際の TLS 通信に

おいて、サーバとクライアント間での事前通信（ハンドシェイク）時に、両者の合意により一つの

暗号スイート（TLS1.3 の場合は「暗号スイート」の他、「鍵交換」と「署名」も含めて）を選択し、

その後の処理を行う。一般に、暗号スイートの優先順位の上位から順にサーバとクライアントの

両者が合意できる暗号スイートを見つけていくので、暗号スイートの選択のみならず、優先順

位の設定が重要となる。このため、多くのブラウザとの相互接続性を確保するためには、対象

とするブラウザに実装されている暗号スイートを幅広く受け入れる設定をすることになる。この

ため、現在の設定だけでなく TLS1.3 を実装することを仮定した場合でも、現在の設定は多少

狭い範囲であると考えられることから、利用できる暗号スイートを拡げるべきである。但し、ブラ

ウザが想定する顧客によっては、一定以上の安全性を確保するためには、一部の旧式のブラ

ウザとの相互接続性を断念してでも、一定以上の安全性を持つ暗号アルゴリズムで構成され

る暗号スイートを設定する必要があるとされるが、行政システムという性質を考慮するとこのよう

な断念をするようなケースを避けるべきと考える。 
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３．情報システムのシステム構築について 

（１）抽出した監査対象の概要 

秋田市の令和 2 年度の IT 調達におけるシステム構築（いわゆるシステム開発案件を言う）

のうち、以下の契約を対象とした。 

 

【図表 24】 監査対象とした契約 

契約名 所管課 契約金額 事業者名 期間 業務名 
法定外公共物

財産管理シス

テム再構築業

務委託 

総務部財産

管理活用課 10,230 千円 国土情報開発

㈱ 
R2.10.9

～

R3.3.31 

法定外公共物

財産管理シス

テム更新経費 

老人福祉医療

システム改修

業務委託 

子ども未来部

子ども総務課 6,617 千円 日本電気㈱ 
R2.3.16

～

R2.9.30 

子ども福祉医

療制度拡充準

備経費 
 

（２）所管部署の概況と関連する事務処理の状況 

① 法定外公共物財産管理システム 
法定外公共物とは、道路法、河川法、下水道法等の法令の適用等がなく、かつ登記上私

権が設定されていない公共物を指す。具体的には、里道、普通河川、ため池等がある。 

もともとこれらの物は明治時代に地租を課さない国有地として旧大蔵省（その後財務省）が

所有権を有するものの、その管理は都道府県が、修繕・補修・改良管理等の維持管理は市町

村が行うという複雑な管理形態となっていた。これに対し、地方分権推進計画に基づく地方分

権一括法により、里道・水路等の機能を有しているものを、当該地方自治体の申請に基づき、

平成 17 年（2005 年）3 月 31 日までに無償譲渡され、同年 4 月 1 日以降秋田市が管理してい

るものである。 

秋田市は、法定外公共物管理条例等に基づき、主に市街化区域外の使用許可等の管理

を行っており、当該財産管理を行うものが法定外公共物財産管理システムであり、総務部財

産管理活用課が所管をしている。 

 

② 老人福祉医療システム 

子ども総務課は、次世代育成支援対策推進法に基づく地域行動計画等に関する業務を行

うとともに、児童手当、児童扶養手当の支給や福祉医療に関する業務を行っている。特に、子

ども福祉医療制度（秋田市内に住所がある中学 3 年生（中学終了年度の最初の 3 月 31 日）ま

での児童に対して、保険診療に係る医療費の自己負担分の全部または一部を秋田市が助成

する制度）においては、監査対象年度に改正があり、所得制限基準が緩和された。 

老人福祉医療システムは、当該助成金等を管理する機能を含み、企画財政部情報統計課

において一括契約している汎用コンピュータ内で運用されているものである。 
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（３）予算の執行状況 

以下のとおりである。 

 

【図表 25】 対象契約に係る予算執行状況 

システム名 予算額 決算額 執行率 
法定外公共物財産

管理システム 
10,315 千円 10,230 千円 99.18% 

老人福祉医療システ

ム 
6,618 千円 6,617 千円 99.99% 

 
（４）実施した監査手続き 

① 契約の準拠性 

稟議書から契約に至る一連の関連資料を入手し、「秋田市情報システム調達マニュアル

（本編）VER1.0」（平成 26 年 3 月）のシステム構築、秋田市の契約に関する規定に従い業務

が実施されているかを検証した。 

 

② 有用性の視点 

  関連するシステムの長期計画等を踏まえて契約内容が有用であるかを確認した。 

 

③ 効率性の視点 

仕様の記載や見積もり等において効率性の視点から改善の余地があるかについて検討し

た。 

 

（５）監査の結果 

① 法定外公共物財産管理システム再構築業務委託 

  現行のシステムは、法定外公共物の特定図面（約 80,000 件）を管理し、財産管理活用課、

農地森林整備課、建設総務課、道路維持課、上下水道局下水道整備課の 5 課で使用してい

る。当該システムは、既にメーカーのサポートが終了している WINDOWS XP を使用してお

り、かつ故障も生じていることから老朽化に伴う新システムを導入するとしており、秋田市情報

公開・個人情報保護審査会の審査を受けることを前提としており、必要性は問題ない。平成

26 年（2014 年）に OS のサポートは終了していることから妥当な判断である。令和 2 年 8 月

24 日に予算執行伺書が起案され、設計書が添付されている。 
  仕様書が作成され、令和 2 年 9 月 29 日入札が行われ、2 社のうち 1 社が１回目で落札し

た。開発期間は令和 2 年 10 月 8 日から令和 3 年 3 月 31 日であった。 
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② 老人福祉医療システム改修業務委託 

  当該契約は、制度変更に伴う現行システムの改修であり、前年度の債務負担行為として監

査対象年度にわたるものである。令和 2 年 3 月 6 日随意契約理由内申書によれば、「既存プ

ログラムに関して唯一専門的な知識・技術を有し、業務遂行にあたり情報処理技術および個

人情報保護の基礎が確立されている日本電気株式会社秋田支店と、表記業務について随意

契約をしようとするものである。（地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号の規定「その

性質又は目的が競争入札に適さないため。」による）としているが、当該手続きは妥当であると

考える。契約は令和 2 年 3 月 16 日特命随意契約がなされ、開発期間は令和 2 年 3 月 16 日

から令和 2 年 9 月 30 日であった。 
  なお、当該システムは【図表 7】に列挙されたシステムに含まれ、「汎用機オープン化事業」

の対象となるため、今回の改修後数年で標準化された新システムが開発される予定であるた

め、結果として二重投資となるが、制度改正を理由として仕方がないことであろう。 
 
【指摘事項 2】 法定外公共物財産管理システム再構築業務委託の契約手続について 

  当該契約の起案において、設計書が添付されている。当該設計書の作成者名は記載され

ているが、どのようにして設計を行ったかが不明である。特に、各工程における機械損料を基

に開発の日数を合計すると 247.1 日となった。開発期間が 159 日であることを考えると当該見

積もりについては疑問が持たれる。確かにパソコン等の機械を複数台使用することを前提に立

てば理屈は成り立つが不自然である。 
  次に、人員の単価であるが、SE（技師 A）45,400 円、プログラマ（技師 B）40,000 円、作業

員（技師 C）29,700 円とされている。通常人日と人月の換算は 20 日を乗じるのが一般的であ

る。これによれば SE は月 90 万円程度となり上級の SE 単価と言える。プログラマについては

月 80 万円、作業員については月 60 万円といずれも一般的相場よりかなり高いと言える。通常

単価の算定においては、地域の実情を考慮して積算資料等の月刊誌の資料を基に算定する

が、これらと比較しても割高であり、算定の基礎に疑問が持たれる。 
  また、見積もりの積み上げにおいては、既存システム調査、新システム作成、新システムセ

ットアップ、カスタマイズ、運用テスト、データバックアップ作成、データ移行、データ調整、マニ

ュアル作成、操作説明と概ね妥当な分類ではあるが、操作説明として SE を 3.5 人日費やして

いるのは割高である。 
当該契約の落札率は 99.18％となっている点や、先に示した点等を総合的に考慮すると、

先に入札参加希望業者からの見積に合わせて設計がなされたのではないかとの疑問が持た

れる事案である。 
  通常のシステム開発の経費を見積もる手法としては、ファンクション・ポイント法を用いる場合

が多いが、提案依頼書（RFP:REQUEST FOR PROPOSAL）を発行し、見積もりを依頼する

場合でも、各単価や工数を精査し、不自然な点がないかを検証する必要がある。 
次に契約書における仕様書の記載であるが、機能要件は明示され、非機能要件に該当す



第４ 監査対象とした個別システム等の概要と結論 

46 
 

る事項はサービスレベルとして記載されており、概ね妥当と言えるが、当該システムをクラウド

ベースで設計するとしていながらデータセンターの要件がそれに該当しない記載となっており

不自然である。仕様書の記載においても論理一貫性を保つ記載とすべきである。 
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４．情報システムに係る運用業務について 

（１）抽出した監査対象の概要 

秋田市の令和 2 年度の IT 調達における運用業務のうち、以下の契約を対象とした。 

 

【図表 26】 監査対象とした契約 

契約名 所管課 契約金額 事業者名 期間 業務名 
秋田市生活保

護システム賃

貸借契約 

福祉保健部

保護第一課

保護第二課 
46,074 千円 北日本コンピュ

ータサービス㈱ 
R2.4.1

～

R7.3.31 

秋田市生活保

護システム賃

貸借経費 
（注）5 年間の長期継続契約である。 
 

（2）所管部署の概況と関連する事務処理の状況 

  秋田市では、生活保護業務を実施する際、相談面接・保護決定・訪問活動管理等の各業

務について市販のパッケージソフト（一部カスタマイズ）を利用している。 

 

（３）予算の執行状況 

以下のとおりである。 

 

【図表 27】 対象契約に係る予算執行状況 

システム名 予算額 決算額 執行率 
生活保護システム 9,215 千円 9,215 千円 100.00% 
（注）5 年間の長期継続契約（総額 46,074 千円）を締結したため、年度の予算・決算額は同額

となっている。 
 

（４）実施した監査手続 

① 契約の準拠性 

稟議書から契約に至る一連の関連資料を入手し、「秋田市情報システム調達マニュアル

（本編）VER1.0」（平成 26 年 3 月）の運用業務、秋田市の契約に関する規定に従い業務が実

施されているかを検証した。 

 

② 有用性の視点 

関連するシステムの長期計画等を踏まえて契約内容が有用であるかを確認した。 

 

③ 効率性の視点 

仕様の記載や見積もり等において効率性の視点から改善の余地があるかにつき検討した。 
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（5）監査の結果及び意見 

当該契約は、現行のソフトウェア及び関連機器の賃貸借契約が平成 31 年度末（2019 年度

末）で終了することから、新たな IT 調達契約を行ったものである。 
契約にあたっては、平成 31 年 1 月 15 日に設計書が作成され承認がなされている。設計書

の作成にあたっては、現行のベンダー以外に競合する他社 1 社、その他同種システムを他の

地方自治体で運用している他業者 3 社にも概算見積もりを求めたが提供されなかったために、

現行ベンダー及び競合１社において見積もりの比較を行い、これらを基に設計書を作成して

いる。カスタマイズにおいては、秋田県からの指導事項を考慮して現行業務の変更を行う等最

小限のものとしている。その結果現行ベンダーの見積もりを基に設計書が作成された。 
現行ベンダーの提供するパッケージソフトをベースとして「秋田市生活保護システム更新に

係る構築及び運用業務調達仕様書」を作成し、現行ベンダーとの間で公募型プロポーザル方

式により審査を実施し、現行ベンダーと随意契約を締結することを決定している。契約は令和

2 年 3 月 25 日に 5 年間の長期継続契約として締結されている。 
 

【意見 9】 長期継続契約の期間について 

当該契約については、既存のシステムが存在する場合、業務とシステムの一体性からどうし

ても他社システムが参入する可能性は少ないことが多く、ソフトウェアとハードウェアの分離発

注等を検討する余地はあるが、既存ベンダーとの契約に長期固定化される傾向が多いのが実

情であろう。 

そのため、当該分野においては仕様の標準化の対応がデジタル庁を中心に進められてい

るところである。これらの実情を踏まえ以下の意見を示したい。 

第 1 に、政府の方向性では当該分野は標準化対象であり、当該システムは標準化の対象と

して遅くとも令和 7 年（2025 年）までには仕様が統一化されることを考慮すると、秋田市におい

ても生活保護システムについては、今後の標準化仕様対応版の登場時期を考慮すると長期

継続契約を 3 年間とする案もあったのではないかと考えられる。 
 第 2 に、上記との関係で当該システムをクラウド化する要件定義を採用すべきであったので

はないかと考える。 
 第 3 に、生活保護行政全般に渡り効率化を検討するために当該システムの更新時またはそ

れ以降の近い時期に、一部業務について RPA（ROBOTIC PROCESS AUTOMATION）

の導入の検討及び実装を行うべきであると考える。 
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５．情報システムに係る機器の管理状況について 

（１）抽出した監査対象の概要 

秋田市の令和 2 年度の IT 調達における機器等賃貸借のうち、以下の契約を対象とした。 

 

【図表 28】 監査対象とした契約 

契約名 所管課 契約金額 事業者名 期間 業務名 
プリンタ賃貸

借（学校財務

用） 

企画財政部

情報統計課 7,517 千円 
㈱JECC、㈱フ

ィデア情報総

研 

R2.9.1～

R7.8.31 

行政情報ネッ

トワークシステ

ム運用経費 
プリンタ賃貸

借（31 年度更

新分） 

企画財政部

情報統計課 3,284 千円 

NEC キャピタ

ルソリューショ

ン㈱、㈱アイネ

ックス 

R1.8.1～

R6.7.31 

行政情報ネッ

トワークシステ

ム運用経費 

パソコン賃貸

借（27 年度更

新分） 

企画財政部

情報統計課 89,560 千円 
㈱JECC、㈱フ

ィデア情報総

研 

H27.8.1
～

R2.7.31 

行政情報ネッ

トワークシステ

ム運用経費 
パソコン賃貸

借（28 年度更

新分） 

企画財政部

情報統計課 6,577 千円 
㈱アイシーエス

秋田支店 
H28.8.1

～

R3.7.31 

行政情報ネッ

トワークシステ

ム運用経費 
パソコン賃貸

借（29 年度更

新分） 

企画財政部

情報統計課 13,608 千円 

NEC キャピタ

ルソリューショ

ン㈱、㈱アイネ

ックス 

H29.8.1
～

R4.7.31 

行政情報ネッ

トワークシステ

ム運用経費 

パソコン賃貸

借（30 年度更

新分） 

企画財政部

情報統計課 44,530 千円 

NEC キャピタ

ルソリューショ

ン㈱、㈱アイネ

ックス 

H30.9.16
～

R5.9.15 

行政情報ネッ

トワークシステ

ム運用経費 

パソコン賃貸

借（30 年度追

加更新分） 

企画財政部

情報統計課 57,788 千円 
㈱JECC、㈱フ

ィデア情報総

研 

H31.3.1
～

R6.2.29 

行政情報ネッ

トワークシステ

ム運用経費 
パソコン賃貸

借（31 年度更

新分） 

企画財政部

情報統計課 86,682 千円 

NEC キャピタ

ルソリューショ

ン㈱、㈱アイネ

ックス 

R1.9.1 
～

R6.8.31 

行政情報ネッ

トワークシステ

ム運用経費 

パソコン賃貸

借（31 年度追

加更新分） 

企画財政部

情報統計課 40,728 千円 
㈱JECC、㈱フ

ィデア情報総

研 

R2.1.1 
～

R6.12.31 

行政情報ネッ

トワークシステ

ム運用経費 
（注）いずれも 5 年間の長期継続契約である。 
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（２）所管部署の概況と関連する事務処理の状況 

行政情報ネットワークシステムの所管部署として、当該システムに関する機器類の IT 調達

及び機器等の管理を実施している。 
 

（３）予算の執行状況 

以下のとおりである。 

 

【図表 29】 対象契約に係る予算執行状況 

契約名 予算額 決算額 執行率 
プリンタ賃貸借（学校

財務用） 
1,199 千円 877 千円 73.14% 

プリンタ賃貸借（31
年度更新分） 

657 千円 657 千円 100.00% 

パソコン賃貸借（27
年度更新分） 

5,970 千円 5,970 千円 100.00% 

パソコン賃貸借（28
年度更新分） 

1,315 千円 1,315 千円 100.00% 

パソコン賃貸借（29
年度更新分） 

2,721 千円 2,721 千円 100.00% 

パソコン賃貸借（30
年度更新分） 

8,906 千円 8,906 千円 100.00% 

パソコン賃貸借（30
年度追加更新分） 

11,557 千円 11,557 千円 100.00% 

パソコン賃貸借（31
年度更新分） 

17,336 千円 17,336 千円 100.00% 

パソコン賃貸借（31
年度追加更新分） 

8,145 千円 8,145 千円 100.00% 

（注）5 年間の長期継続契約を締結したため、年度の予算・決算額は原則同額となっている。 
 

（４）実施した監査手続 

① 令和 2 年度における各課 IT 経費調査から、実際に賃貸（リース）等をしている契約のうち

9 件をサンプリング抽出し、契約手続きが調達マニュアル等に従っているか、契約金額は妥

当か、更に随意契約が存在する場合にはその妥当性を検討した。 
 
② ①で抽出した契約に係る調達機器の実在性を確認した。 
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③ 機器の賃貸が終了した場合、データの消去処理が正しく行われているか、紛失等がない

か、管理がセキュリティポリシー等に従っているかについて検証した。 

 

④ 機器における汎用ソフトウェアの導入がどのような手順で行われているかを確認する。 

 

⑤ その他経済性等の観点からの手続（具体的には事務処理における RPA の導入）につい

てヒアリングを行った。 

 

（5）監査の結果及び意見 

【指摘事項 3】 契約締結の遅延について 

秋田市財務規則（以下、「財務規則」という。）では、契約の締結に関し以下のように定めて

いる。 

 

（入札に付した契約の締結期間） 

第 124 条 市長は、落札の通知を発した日から起算して 7 日以内に契約-（略）-を締結しなけ

ればならない。ただし、落札者が契約の締結に応じられないやむを得ない事由があると認

められる場合は、その期限を延長することができる。 

2 （略） 

第 125 条 市長は、契約を締結しようとするときは、-（略）-契約書を作成して、契約の相手方

（以下「契約者」という。）とともに当該契約書に記名押印するものとする。（以下略） 

（出所）財務規則 

 

上記規則に対し、抽出した契約のなかに下表に記載するとおり、契約締結が遅延していた

契約が存在した。 

 

【図表 30】 契約の締結が遅延した契約 

契約開始年 契約金額（千円） 入札日※ 契約日 

平成 31 年 57,788 平成 30 年 11 月 13 日 平成 30 年 11 月 21 日 

令和 2 年 40,728 令和元年 8 月 2 日 令和元年 8 月 13 日 

令和 2 年 7,517 令和 2 年 7 月 15 日 令和 2 年 8 月 4 日 

（出所）市提供資料より監査人が作成した。 

※ 入札日と落札の通知を発した日は同じ日であった。 

 

上記契約は、市内の業者が東京都千代田区の業者から機器を購入し、それを市に対しリー

スを行う契約であった。また、いずれも同一の業者であり、契約書は秋田市、市内の業者、東
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京の業者の 3 者が記名、押印する形で作成されていた。 

契約締結が 7 日以内に行われなかった理由は、「契約の相手方が遠隔地であり契約書の

送付及び受領の通信時間に時間を要したため」、「落札者の都合により、契約書作成に時間

を要したため」、及び「契約相手側が遠隔地であるため、事務処理に時間を要した」ということ

であり、市の契約締結伺にもこれらの理由が記載されているのみであった。 

契約締結の遅延理由は市側の理由によるものではなく、業者側の理由によるものであると

のことであった。そうであれば本来は、業者側に理由を記載した文書の提出を求めるべきもの

であろう。 

秋田市と東京都間の書類のやり取りについて、宅配便各社を利用した場合でも日本郵便㈱

を利用した場合でも、いずれの場合も翌日には書類を届けることができる。午後に発送した場

合であっても同じである。これらの契約の入札はいずれも午前 10 時に市役所にて行われてい

る。当日中に書類を発送することは可能であろうし、翌日発送したとしても災害でもない限り 7
日以内に契約書を取り交わすことは十分に可能なものと思われる。特に令和 2 年度の契約金

額 7,517 千円の契約のように 3 週間以上も日を要した状態について、この理由をもって認める

ことには問題があると考える。 

契約の相手方が東京都に所在することが財務規則に規定する「やむを得ない事由」に該当

するのかについて、市は再検討する必要がある。また、「落札者都合により」といった理由によ

ってのみ期限が守られないことを是とすることは、「やむを得ない事由」について何らの説明に

もなっておらず財務規則に反していると言わざるをえない。 

これらの業者との契約遅延は常態化している状態にあるということができ、秋田市もそれが

当たり前という認識をもってしまったものと思われる。このように同じような理由によって安易に

遅延を認めるのではなく、なぜ期日に間に合わないのか真の原因の報告を業者側に求め、遅

延を是正するよう対策を講じ事態の改善を行うことを求めるべきである。 

 

【意見 10】 再利用する HDD の管理について 

契約上、リース期間が終了した PC 等は秋田市に無償譲渡される。秋田市は、リース期間終

了後に PC が再利用可能かについて状態を確認し、キーボードの劣化等状態が悪いものにつ

いては、HDD は再利用（故障した HDD の交換用として使用。）するために本体から取り外し

保管され、本体自体は処分される。なお、問題のないものについては継続して使用されるが、

使用を中止することになった場合には、秋田市が所有する磁気消去装置によって HDD のデ

ータの消去を行ったうえで処分される。HDD の処分（物理的破壊）は、従来は業者に委託し

ていたが、令和 3 年度では秋田市自ら物理破壊装置を購入しており、監査実施時点において

は、HDD の物理破壊は秋田市でも行うことができるようになっている。 
再利用する HDD は、企画財政部情報統計課が管理する部屋のキャビネット（部屋への入

室は生体認証、監視カメラも設置されている。）で保管することとされている。しかし、令和 3 年

8 月末時点において、令和 2 年度に本体から取り外され再利用するために保管されていた



第４ 監査対象とした個別システム等の概要と結論 

53 
 

HDD が 121 台あったが、台帳管理等は行われていなかった。 
  厳重に管理された場所に保管しているとしても、盗難等のリスクを全くなくすことはできない

し、本機器の盗難は直接情報漏洩問題となるリスクが高いと言える。データ消去前の HDD に

ついては、本体から取り外した時から、同一物の認定ができる状態で台帳管理を行い、定期

的に棚卸を行う必要がある。なお、秋田市が台帳管理をその後開始したことを監査中に確認

していることから意見にとどめている。 
 
【指摘事項 4】 委託業務の完了確認について 

秋田市が機器の廃棄を A 社に委託した業務に関し、「データ消去作業完了報告書（以下、

「完了報告書」という。）」を入手している。完了報告書には、作業の対象となった台数（以下、

「対象台数」という。）、行った作業の種別（データ消去作業数、HDD/SSD 非搭載数、検収の

み作業数）毎の台数（以下、「種別台数」という。）及びデータ消去作業の内訳（ソフト消去、磁

気破壊、物理破壊）毎の台数が記載されている。 

ここで、秋田市は、完了報告書において対象台数 658 台と種別台数（データ消去作業数

109 台、HDD/SSD 非搭載数 365 台、検収のみ作業数 0 台）の合計 474 台が不一致である

ことを見逃していた。さらに、HDD/SSD 非搭載数、検収のみ作業数について間違って記載さ

れていたことについても、これらの作業の意味を把握しておらず、誤りを認識していなかった。 

対象台数には、HDD 搭載の機器と HDD を取り出した状態（PC 本体のみ）の機器が存在

している。なお、ここで HDD/SSD 非搭載数とは、PC 本体のみ処分の依頼を受けていたが検

収した結果 HDD が搭載されていた台数であり、検収のみ作業数とは、HDD が搭載されてい

ないことを確認した台数である。 

今回の委託業務では、HDD のデータ消去（A 社への委託は HDD の破壊である。なお、秋

田市は、令和 2 年度は秋田市の所有する磁気消去装置によりデータの消去を行った後に業

者に引渡を行っている。）109 台、HDD が搭載されていないことを確認したうえでの処分 549
台であった。 

秋田市は、完了報告書に記載された項目の意味を把握したうえで委託業務の完了確認を

行う必要があった。なお、本件の判明後秋田市が正しい完了報告書を入手しなおしたことに

ついては監査中に確認済である。 

 
【指摘事項 5】 機器の実地棚卸について 

殆どの機器の調達は企画財政部情報統計課において行われるが、一部、課所室において

調達する場合もある。調達した PC は、秋田市のネットワーク（以下、「ネットワーク」という。）に

接続する PC についてはこれが課所室で調達された場合であっても資産管理ソフトにより管理

されることになるが、課所室において調達したネットワークに接続しない PC は、当該資産管理

ソフトには登録されず、課所室において個別に管理されることになっていた。 

また秋田市では、資産管理ソフトや課所室において個別に管理されている PC の管理台帳
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等と PC 現物の照合は行っていなかった。ただし、資産管理ソフトでは、毎日 PC 接続情報を

自動更新しており、ネットワークに接続している PC の実在性については随時確認が行われて

いる。なお、情報セキュリティポリシー（以下、「ポリシー」という。）により、業務で使用されるノー

ト型の PC はセキュリティワイヤー（以下、「ワイヤー」という。）によって机等に固定することが求

められており（職員が業務を終了した後も固定されたままである。）、ポリシーに基づく情報セキ

ュリティ監査において、監査対象の課所室にある PC がワイヤーによって固定されていることの

確認は行われている。 

課所室において調達されたネットワークに接続されていない PC については、現在実在性

の確認が不十分な状態になっている。ネットワークに接続されていない PCであっても、市の業

務にかかる情報は保存されている。課所室毎に管理台帳等と定期的にPC現物の照合を行い、

結果を情報統計課に報告する等、市としてその所有する PC の実在性が確認できる体制を採

る必要がある。 
 
【意見 11】 入札における競争性の確保について 

サンプル抽出した 9 件の契約先は全て公募型指名競争入札（公募要件を提示した上で、

応札意欲のある業者を公募し、それら業者を指名することによる指名競争入札）によって選定

されている。公募要件は以下のとおりである（契約により記載が異なる場合もあるが、概ね以下

の内容となっている。）。 

 

① 本件に係る物品の納入・設置、賃貸借契約を行えること（本件に関して、賃貸借契約が可

能な業者とリース料率等について覚書等を締結している場合も可） 

② 秋田市内に本社、支店又は営業所を有していること（以下「②の要件」という。） 

③ 過去 2 年間に本市、国（特殊法人等を含む。）又は他の地方公共団体と種類および規模

をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、これらを全て誠実に履行した実績を有

するものであること 

④ 地方自治法施行令第 167 条の 4（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当しないこ 

と 

⑤ 本市の指名停止期間中又は入札参加資格停止期間中でないこと 

⑥ 市税に滞納がないこと 

⑦ 申請者、申請者の役員又は申請者の経営に事実上参加している者が、集団的に、もしく

は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある団体の構成員又は当該団体と密接な関係

を有する者であると認めらないこと 

 

上記に対し、各契約の応札状況は下表のとおりである。 
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【図表 31】 契約の応札状況 

契約№ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ 

契約 

開始年 
H27 H28 H29 H30 H31 R 元 R 元 R2 R2 

契約 

金額 

（千円） 

89,560 6,577 13,608 44,530 57,788 3,284 86,682 40,728 7,517 

応札 

業者 

A 社 
B 社 
C 社 
D 社 

A 社 
B 社 
C 社 

A 社 
B 社 
C 社 
E 社 

A 社 
B 社 

A 社 
B 社 

B 社 B 社 A 社 
B 社 

A 社 

落札 

業者 

A 社 C 社 Ｂ社 Ｂ社 A 社 Ｂ社 Ｂ社 A 社 A 社 

（出所）秋田市提供資料より監査人が作成した。 

 

特に元号が令和になってから（契約Ⅵ～Ⅸ）は応札業者が特定の 2 者になっており、応札

が 1 者のみとなる契約も発生している。秋田市は、公募型指名競争入札を行うことにより競争

性を確保しようとしてはいるが、この状況では競争性が確保されているとは言い難いのではな

いか。 

秋田市情報システム調達指針（以下、「調達指針」という。）には、地元企業を積極的に活用

する（指針 13）という定めがあり、これに従って②の要件を入れたものと思われるが、現在の要

件では結果的に競争性の確保は行えておらず、さらに、市の他の業者が調達に参加できる機

会を奪っているようにも思える。また、指摘事項３において記載したように安易に契約締結の遅

れを認めるといったことも発生しており、市と業者との緊張感を薄れさせていることになっている

のではないか。調達指針が策定された背景には、市において管理経費の徹底的な見直しと削

減が求められていることがある。入札要件に②の要件を入れることの是非、分割発注等発注方

法の見直し等の検討を行い、競争性の確保に努める必要がある。 

 
【意見 12】 事務処理における RPA 導入の促進について 

RPA(ROBOTIC PROCESS AUTOMATION)とは､定型的な PC 操作をソフトウェアのロ

ボットにより自動化する技術のことである。これを導入することにより、人が繰り返し行う PC のキ

ーボード操作やマウス操作の自動化により、市民の利便性向上と行政事務を効率化すること

ができる。市は「秋田市デジタル化推進計画」において、行政事務システム（財務会計、文書

管理等）、個人住民税賦課業務や福祉医療、児童手当、児童扶養手当業務等の定型業務に

導入する計画を策定しており、令和 4 年度中の運用開始を予定している。 

なお、政令指定都市を除く全国の市町村の導入状況は下表のとおりである。 
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【図表 32】 令和 2 年度における政令指定都市を除く市町村の RPA 導入状況 

項目 
団体数

（件） 
構成比（％） 

導入済 335 19 
導入予定 130 8 
導入の検討を行った、または実証実験を実施したが導入には至

らなかった 
172 10 

実証中 385 22 
導入検討中 135 8 
導入予定もなく、検討もしていない 564 33 
（出所）「自治体における AI・RPA 活用促進（総務省）令和 3 年 7 月 14 日修正版） 

 
【図表 33】 政令指定都市を除く市町村の RPA 分野別導入状況 

項目 
導入件数（件） 

H30 年度 Ｒ元年度 R2 年度 

財政・会計・財務 27 161 257 
児童福祉・子育て 7 94 158 
組織・職員（行政改革を含む） 23 83 141 
健康・医療 8 66 118 
高齢者福祉・介護 10 49 83 
情報化・ICT 9 42 60 
障がい者福祉 5 32 55 
複数の分野にまたがる横断的なもの 1 17 45 
学校教育・青少年育成 1 10 24 
生活困窮者支援 - 10 25 
その他 29 144 271 
（出所）「自治体における AI・RPA 活用促進（総務省）令和 3 年 7 月 14 日修正版） 

 
秋田市が導入を予定している業務以外の業務についても RPA を導入する自治体が増えて

きている。RPA 導入により、市民の利便性向上と行政事務を効率化することが期待される。市

においても更なる導入促進の検討が必要なものと思われる。 
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６．次世代型学校 ICT 情報システムに係る機器の管理状況について 

（１）抽出した監査対象の概要 

秋田市の令和 2 年度の IT 調達のうち教育委員会所管のサービス利用 2 件、機器等賃貸

借 2 件の以下の契約を対象とした。 
 

【図表 34】 監査対象とした契約 

契約名 所管課 契約金額 事業者名 期間 業務名 
次世代型学校

ＩＣＴ環境整備

データセンタ

ー回線初期経

費 

教 育 委 員 会

学事課 7,978 千円 
秋田市ギガスク

ール整備事業

共同企業体 

R2.9.1
～

R3.3.31 

次世代型学校

ICT 環境整備

事業 

次世代型学校

ＩＣＴ環境整備

データセンタ

ー回線使用料 

教 育 委 員 会

学事課 20,799 千円 
秋田市ギガスク

ール整備事業

共同企業体 

R2.9.1
～

R3.3.31 

次世代型学校

ICT 環境整備

事業 

次世代型学校

ＩＣＴ環境整備

に係るデータ

センター機器

賃貸借 

教 育 委 員 会

学事課 
4,483 千円 

※令和 2 年度の額 

秋田市ギガスク

ール整備事業

共同企業体 

R2.9.1
～

R7.8.31 

次世代型学校

ICT 環境整備

事業 

次世代型学校

ICT 環境整備

に係る経費

（注 1） 

教 育 委 員 会

教育研究所 7,486 千円 （株）アイネック

ス他 
R2.11.9

～

R3.3.31 

次世代型学校

ICT 環境整備

事業 

（注 1）複数存在することから一般名称で記載した。 
（注 2）上記契約のうち上の 2 件は「サービス利用」、下の 2 件は「機器等賃貸借」とされている

が、注 1 に記載された契約群は本来 IT 調達には該当しないと考えられる。 
 

（２）所管部署の事業の概況 

① GIGA スクール構想と秋田市の対応について 

文部科学省は、2019 年以降、教育に情報通信技術（ICT）を生かす「GIGA スクール構想

（※）」を実現するため、校内通信ネットワークの整備や国公私立の小・中・特支等の児童生徒

が使用する PC 端末（タブレットを含む。）を整備する自治体に対し補助金交付を行ってきた。 
国から自治体への補助額は、校内通信ネットワークの整備については原則として対象経費

の 1/2 であり、PC 端末（タブレットを含む。）整備支援には購入台数の 2/3 の台数分、1 台当た

り 4.5 万円を上限に補助がなされている。当初の構想では、令和 5 年度までに ICT 環境整備

を完了する計画であったが、新型コロナウイルス流行による対面授業実施の制約等を受け、

授業の遅れや児童生徒の学びの時間が失われてしまうといった事態に対応するため、計画を
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3 年早め、オンラインで学べる環境を整えることを趣旨として配備を進めてきた。 
秋田市教育委員会においても、小中学校の ICT 環境の整備を急ピッチで進め、令和 3 年

3 月末までに秋田市立小中学校の児童生徒へ 1 人1 台のタブレットが配布および秋田市立小

中高等学校内に高速大容量の LAN 設備の配置が完了し、令和 3 年度よりタブレットの活用

が開始されている。 
 

【参考】GIGA スクール構想とは 
2019 年 に 文 部 科 学 省 が 打 ち 出 し た プ ロ ジ ェ ク ト 。 GIGA と は GLOBAL AND 

INNOVATION GATEWAY FOR ALL の略であり、小・中・特支等の児童生徒に１人１台の

端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することで、特別な支援を必要とする

子供を含め、多様な子供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力

が一層確実に育成できる教育環境を実現する取り組みである。これまでの教育実践と最先端

の ICT とのベストミックスを図ることにより、教師・児童生徒の力を最大限に引き出すことを目指

している。 
 
② GIGA スクール構想における PC 機器等の活用事例について 

PC 機器等（タブレットを含む。）について、文部科学省は次ページ表【ICT の活用事例】の

ような活用事例を想定している。特徴的なものとして、ICT 端末による海外との交流や、一斉

学習の場面でのクラス内情報の共有等のコミュニケーションツールとしての利用、「検索サイト

を活用した調べ学習」のように現代社会において求められる必須のスキルである情報の選択

や活用を行うための資質と能力向上を目的とした学習が想定されている。 
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【図表 35】 ICT の活用事例 

 
（出所）文部科学省ホームページ「（リーフレット）GIGA スクール構想の実現へ」 
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③ 秋田市におけるタブレット活用事例について 
秋田市では、令和 3 年 3 月末までに公立小中学校の PC 端末（秋田市が配備した PC 端

末がタブレットのため、以下「タブレット」とする。）、LAN 設備等が完了し、令和 3 年 5 月中に

各種設定作業を完了、令和 3 年 6 月よりすべての学校にて使用が開始された。 
全国的にみてもタブレット配置は令和 2 年、令和 3 年中に集中しており、タブレットを用いた

ICT 教育のノウハウの体系化がなされておらず、今後各自治体・各学校において試行錯誤を

繰り返し、その結果の情報共有を図ることで将来的な体系化を目指すことが想定される。秋田

市においても現状（令和 3 年 11 月段階）ではスタートアップが切られて間もない状況であり、

効果的な授業での活用、タブレットの持ち帰り（オンライン授業での活用）、教員の ICT 指導力

の確保等の様々な課題に試行錯誤しながら対応している状況である。令和 3 年中において、

秋田市立小中学校で実施されたタブレットを用いた指導事例を以下に記載する。 
 

【図表 36】 秋田市立小中学校のタブレット活用事例 

（基本的な活用方針） 
●授業で１人１台タブレット端末を使用し、先生の指示のもと学習実施。 
●朝自習などの時間にＡＩ型ドリルソフトを利用して各自がドリル学習実施。 
 
（一部の学校で行われている活用事例） 
●不登校の児童生徒について、家庭に学校のタブレットを置き、学校とのコミュニケーションツ

ールや学習での利用。 
●それぞれが自分のタブレットでインターネット上の英語版サイトを利用して、英語で道案内を

する文章を作成。 
●理科実験の際、実験内容に関連する動画を共有フォルダに置き、必要に応じて閲覧できる

ようにする。 
●体育の器械運動や柔道で、生徒の動きをタブレットで互いに撮影し、フォームを確認する。 
●キャリア教育の一つとして、地域企業とオンラインで接続し、インタビューなどを行う。 
●修学旅行等で写真記録などの資料集めに使用し、後日学校でレポート作成。 
●新型コロナウイルス感染防止対策のため、３年生は体育館、１、２年生はそれぞれの学年や

学級でオンライン配信を受ける形で全校集会や大会の壮行会を行った。 
●国語にて朗読をタブレットでビデオ撮影し、自分の発表の様子を振り返る活動を行った。 
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（３）予算の執行状況 

以下のとおりである。 

 

【図表 37】 対象契約に係る予算執行状況 

契約名 予算額 決算額 執行率 
次世代型学校ＩＣＴ環

境整備データセンタ

ー回線初期経費 
8,033 千円 7,978 千円 99.31% 

次世代型学校ＩＣＴ環

境整備データセンタ

ー回線使用料 
20,891 千円 20,799 千円 99.56% 

次世代型学校ＩＣＴ環

境整備に係るデータ

センター機器賃貸借 
31,641 千円 4,483 千円 14.17% 

次世代型学校 ICT
環境整備に係る経費 

7,631 千円 7,486 千円 98.11% 

 

（４）実施した監査手続 

① 支出行為について 
当事業にかかる監査では、令和 2 年度において行われた教育ＩＣＴ関連の 4 契約（物品購

入の集合も含む）の支出について監査を行った。特に監査要点として注意したのは次の点で

ある。 
・支出行為は自治法、財務規則等の定めに沿って行われているか。 
・本来市が負担すべきではない、負担を避けられるコストについて負担をしていないか。 
・複数の見積を徴すなど契約金額の低減努力がなされているか。 
 
② 効果的・効率的・経済的な事業運営について 

秋田市教育委員会が進めている、タブレットを利用した ICT 教育について、効果的・効率

的・経済的な事業運営がなされているかを検証した。特に監査要点として注意したのは次の

点である。 
・タブレットの管理は適切に行われているか。 
・事業の手法や実施内容は目的、目標を達成するために効果的であるか。 
・経済的かつ効率的な事務を追求しているか。  
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（5）監査の結果 

【意見 13】 タブレットを使用した指導方法の体系化について 

文部科学省が令和 3 年 5 月 27 日に実施した『令和 3 年度全国学力・学習状況調査』にお

いて全国の小学校に行った教育 ICT 関連の学校質問紙調査の回答結果は下表のとおりであ

った。 
 

【図表 38】 令和 3 年度全国学力・学習状況調査 
 ICT 関連の学校質問紙調査の回答結果（抜粋） 

（単位：％、ポイント） 

設問 回答区分 
１よくでき

ている 
２できてい

る 

３あまりで

きていな

い 

４全くで

きていな

い 
コンピュータなどのＩＣＴ機器やネットワ

ークの点から，授業（授業準備も含む）

を行うための準備ができていますか 

秋田県 18.8 64.1 17.1 0.0 
全国 35.9 54.5 9.3 0.2 
秋田県-全国 -17.1 9.6 7.8 -0.2 

コンピュータなどのＩＣＴ機器やネットワ

ークの点から，遠隔・オンライン授業を

行うための準備ができていますか 

秋田県 2.2 18.8 48.1 30.9 
全国 9.3 30.1 42.5 18.1 
秋田県-全国 -7.1 -11.3 5.6 12.8 

コンピュータなどのＩＣＴ機器やネットワ

ークの点から，校務改善を行うための

準備ができていますか 

秋田県 7.7 58.0 34.3 0.0 
全国 14.1 60.0 24.8 0.9 
秋田県-全国 -6.4 -2.0 9.5 -0.9 

あなたの学校では，次のようなコンピュ

ータなどのＩＣＴ機器を活用した取組を

どの程度行っていますか ①教職員間

の連絡 

秋田県 16.6 47.5 27.6 8.3 
全国 40.8 37.3 18.0 3.8 

秋田県-全国 -24.2 10.2 9.6 4.5 

あなたの学校では，次のようなコンピュ

ータなどのＩＣＴ機器を活用した取組を

どの程度行っていますか ②教職員と

児童がやりとりする場面 

秋田県 1.7 23.8 48.1 26.5 
全国 10.6 34.1 41.0 14.2 

秋田県-全国 -8.9 -10.3 7.1 12.3 

あなたの学校では，次のようなコンピュ

ータなどのＩＣＴ機器を活用した取組を

どの程度行っていますか ③児童同士

がやりとりする場面 

秋田県 0.6 14.9 50.8 33.7 
全国 5.2 24.9 48.7 21.1 

秋田県-全国 -4.6 -10.0 2.1 12.6 

あなたの学校では，次のようなコンピュ

ータなどのＩＣＴ機器を活用した取組を

秋田県 5.5 27.6 32.6 34.3 
全国 10.8 28.8 35.9 24.4 
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どの程度行っていますか ④教職員と

家庭との連絡 
秋田県-全国 -5.3 -1.2 -3.3 9.9 

あなたの学校では，次のようなコンピュ

ータなどのＩＣＴ機器を活用した取組を

どの程度行っていますか ⑤児童が１

人で活用する場面 

秋田県 9.4 59.1 26.0 5.5 
全国 25.4 49.2 20.6 4.6 

秋田県-全国 -16.0 9.9 5.4 0.9 

   
 

いずれの質問項目についても、秋田県の小学校が ICT 対応について「１よくできている（よ

く活用している）」「２できている（どちらかといえば、よく活用している）」と答えた割合の合計が、

全国平均と比較して低いことがわかる。当該データは秋田県の平均値ではあるものの、調査を

実施した令和 3 年 5 月 27 日時点は、秋田市においては 1 人 1 台のタブレット運用開始の直

前であり、校内のネットワーク調整やタブレット端末の設定等を行っていた最終局面であったこ

とから、秋田市も同様に低い傾向であることが推察される。 
秋田市にとって、1 人 1 台のタブレットを用いての ICT 教育は令和 3 年度が初年度であり、

教育委員会、学校・教師が連携し、様々なことにチャレンジし試行錯誤している段階にある。

今後、効果的な活用方法を体系化し、すべての学校に適用していくことが求められている。 
市では、初年度である令和 3 年度から積極的なタブレット活用を推進しており、前述「【図表

36】秋田市立小中学校のタブレット活用事例」に記載したように全学校でＡＩ型ドリルソフトの活

用等を行う他にも、各学校、教員が試行錯誤しながら指導方法を検討し、キャリア教育として

地域企業とオンライン接続しインタビューを行うといった面白い活用事例も行っている。 
全国的に見ても 1 人 1 台のタブレットを用いての指導実施は歴史が浅く、未だ発展途上の

分野であり、これから全国的に活用事例が具体的に見えてくるものと思料される。今後、市は

全国的な活用事例等に係る情報収集を行い指導に組み入れていくとともに、実施した指導方

法について適時適切な評価・効果測定を継続的に実施し、有効な指導方法を体系化していく

ことが求められる。 
 
【意見 14】 小中学校教師のＩＣＴスキルのバラつきへの対応について 

GIGA スクール構想を受け、学校現場において全面的にタブレットの導入がなされたことに

より、教師には一層の ICT 教育への対応が求められている。一部の教師がタブレットを有効活

用できないならば、タブレットの導入メリットを一部児童生徒が享受できないこととなり、教育を

受ける機会の平等の観点から問題がある。 
文部科学省は教育職員免許法施行規則の改正を平成 29 年 11 月に実施し、大学の教職

課程における情報教育関係において「教育の方法及び技術」に加え、「各教科の指導法」の

科目の中で必ず「情報機器及び教材の活用」を含めた内容を修得させるようにする等して、タ

ブレットを用いた指導方法を教職課程に組み込んでいる。一方で、既存の教師にとっては授
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業でのタブレット活用方法をこれまで学んでこなかったことから、プライベートにて IT 機器に慣

れ親しんでいるかどうか等によって教師毎に指導力に大きなバラつきがあることが実態である

ものと想定される。 
市としても教師全体での ICT スキルの底上げは課題であると認識しており、研修の充実や、

各学校における ICT スキルが高い教師の情報主任の登用、各学校へ ICT 支援員を民間委

託により配置する等の対応は行っているところではある。今後、タブレットを用いての指導機会

が増加し、高度化していくことが予想されるなか、教育を受ける機会の平等の観点からも、教

師の ICT 教育スキルが、漏れなく、一定以上の水準で担保されることが求められている。その

ためには、教育委員会や、各学校校長等による、教師の ICT 活用スキルの評価・モニタリング、

および都度適切なフォロー体制を構築することが欠かせないだろう。 
文部科学省は、教師や学校・教育委員会等が、情報教育やＩＣＴを活用した指導、ＩＣＴ環境

整備等を行う際に参考となる様々な情報をまとめた『教育の情報化に関する手引－追補版－』

を令和 2 年 6 月に公表しており、「第６章 教師に求められるＩＣＴ活用指導力等の向上」にお

いて教師の ICT 教育スキルの重要性及びスキル担保のための方針について述べている。そ

の中で『教員の ICT 活用指導力チェックリスト（下記参照、以下「チェックリスト」とする。）』に記

載された視点に基づく教師の採用を文部科学省はひとつの方向性として挙げている。 
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【図表 39】 教員の ICT 活用指導力チェックリスト 
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チェックリストを閲覧する限り、いずれの項目もタブレットを活用した授業において直接的に

必要なスキルであり、これらがすべて担保された教師が全小中学校に配置されることが理想的

であるだろう。今後、文部科学省がいうようにチェックリスト項目の充足性を採用時により一層

重要視することや、現状で自己評価ツールに過ぎないチェックリストを人事評価ツールとして

利用すること等により ICT を活用した教育を強力に推進することが必要であると考える。 

 

【意見 15】 児童生徒のタブレットの家庭への持ち帰りについて 

秋田市ではタブレットを各家庭へ持ち帰る運用を原則的に行っていない。令和 3 年度は一

人一台のタブレット導入が初年度ということもあり、家庭での接続テストを行わせるため例外的

に持ち帰りを行わせたのみで、持ち帰りによる効果を認識し、持ち帰りを前向きに検討しつつ

も、タブレットの管理や、使用によるプライバシー対応、ネットリテラシー面の課題等への対処

が検討中であるため、持ち帰らせて学習に活用させる段階には至っていないのが現状であ

る。 
タブレットの持ち帰りのメリットを具体的に示すと、今般のコロナウイルス蔓延時に休校措置

があったように災害等が発生し児童生徒が登校できない事態において、オンラインにて双方

向の授業を実施できることである。また、不登校や病気療養のため学校に登校できない生徒

にも平等に授業を提供し、また、相互コミュニケーションを図ることが可能となる。タブレットの持

ち帰りを原則化することで児童生徒の学びの保障が図られることが最大のメリットといえる。 

また、タブレットを持ち帰ることで児童生徒へ ICT に常に触れることができる機会を提供でき

ることも大きなメリットである。現代ビジネスにおいてはデジタル・トランスフォーメーションの進

展が目覚ましく、ICT に対応できない場合において業務上の制約が発生する、競合他社に対

し提供する価値が劣後するといった様々なデメリットが発生してしまう。すなわち、IT を適切に

利用できる場合において優位性が生じるのではなく、IT を適切に利用できない場合において

劣後性が生じてしまうといった段階に既にあるものと考える。このような環境において、低年齢

からタブレットを持ち帰り、オンライン授業等を行う、クラウドにおいてスケジュール管理を行う、

システム上で教師・児童生徒・保護者間で連絡事項等の情報を共有する、タイピングスキルを

向上させる、チャット・E メール等のコミュニケーションを行うといった IT 対応を当たり前のものと

して定着させることは、次世代を担う小中学生への教育として非常に重要なことであると考え

る。 

加えて、学校で学んだ内容、タブレットにて自宅に持ち帰って復習を行うことや、学校と自宅

でタブレット上の同一教材が使用可能となる等、学校と自宅における学習の連続性による好循

環が生まれることもメリットと考えられる。さらに、タブレットの持ち帰りによってクラウドによる欠

席連絡を行う運用や、保護者への連絡事項をオンライン上で行うことにより、ペーパーレス化

や事務時間の短縮等によるメリットを教師・保護者・生徒のいずれも享受できるだろう。 

文部科学省が令和 3 年 5 月 27 日に実施した『令和 3 年度全国学力・学習状況調査』にお

いてタブレット持ち帰りにかかる調査について抜粋し、全国と秋田県の回答をまとめて比較し
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たものが以下の表である。 

 

【図表 40】 令和 3 年度全国学力・学習状況調査 

 ICT 関連の学校質問紙調査の回答結果（抜粋） 

（単位：％、ポイント） 

設問 回答区分 

毎日持ち帰

って，毎日

利用させて

いる 

毎日持ち

帰って，

時々利用

させている 

時々持ち帰

って，時々

利用させて

いる 

持ち帰ら

せていな

い 

持ち帰って

はいけないこ

ととしている 

まだ配備さ

れていない 

あなたの学校では，児

童一人一人に配備され

たＰＣ・タブレット等の端

末を，どの程度家庭で

利用できるようにしてい

ますか 

秋田県 0 0 0.6 72.4 23.2 3.9 

全国 3.2 3.4 13.9 54.6 13.6 11.2 

秋田県 - 全国 -3.2  -3.4  -13.3  17.8  9.6  -7.3  

 

上記より、令和 3 年 5 月 27 日の段階で、秋田県の小学校でタブレットの持ち帰りに対応し

ている学校はほぼないが、全国に目を向ければ「毎日持ち帰って，毎日利用させている  

3.2%」「毎日持ち帰って，時々利用させている 3.4%」「時々持ち帰って，時々利用させている 
13.9%」と少数ながら持ち帰りを行っている学校も見られる。令和 3 年度以降、そのメリットから

各自治体がタブレットの持ち帰りの方向に動くものと考えられるが、秋田市においてスピードア

ップを図り、早期に実現することが望まれる。 
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７．上下水道統合型管路情報管理システムの運用状況等について 

（１）はじめに 

水道事業等について、経済産業省商務情報政策局情報産業課と、厚生労働省医薬・生活

衛生局水道課の連名による「水道情報活用システム導入の手引き～水道事業等の持続的な

運営基盤の強化に向けた CPS/IOT の活用～」が平成 31 年 4 月に公表され、その中で地方

自治体の水道事業等に関して今後の運営の方向性が示されている。 
 秋田市は、DX に関して令和 3 年度にデジタル化推進本部を組成し、「秋田市デジタル化

基本計画」を策定するなど今後に向けた体制づくりを進めているところである。ただし、秋田市

の上下水道事業を包括的に取り扱っている「秋田市上下水道局」においては、未だ具体的な

DX に関するシステム見直しの検討は進んでいないのが現状であり、全国的にも広島県等の

一部の地方自治体を除いては水道事業等に関する DX 化は今後の課題となっている。 
本監査では、秋田市上下水道局の DX 化への対応状況に合わせて、上下水道事業システ

ム全体と主要なアプリケーション・システムに係るセキュリティ対応を監査しつつ、秋田市（及び

秋田県や他の市町村）及び委託業者等との関係性をチェックし、もって秋田市上下水道局が

今後のDX化に関して留意することが望ましい点について検討することについても監査の視点

に含めている。 
 

（２）主な監査手続き 

① 秋田市上下水道局の事務事業全体の理解のため、関係資料を入手してヒアリングを実

施。 
・事業全体像を把握し、今後の事業計画も含め事業運営に課題はないか確認 
・厚生労働省等が推奨する上下水道事業に係る「広域化」について現状と今後の計画を確認 
 
② 秋田市上下水道局で利活用されている主要なＩＴシステムに関して、仕様書等の関連資

料を入手してその妥当性を検証。 
・チェックリストの利用（IPA（独立行政法人情報処理推進機構）が公表している「ウェブアプリ

ケーションのセキュリティ実装チェックリスト」）を参照して秋田市上下水道局総務課に情報セ

キュリティ対応についてのヒアリング 
・システム監査で通常使用されるチェックリストを利用して主として全般統制に関するシステム

の整備及び運用状況についてヒアリングを行った。 
・各種契約が「秋田市情報システム調達マニュアル（本編）VER1.0」（平成 26 年 3 月）に準拠

しているかについて、契約書・仕様書等のシステムに関連する重要書類を入手して秋田市

上下水道局総務課にヒアリングを行った。 
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③ 過年度における秋田市の監査結果とその措置状況の確認 

当該監査結果とその措置状況について企画財政部情報統計課及び秋田市上下水道局総

務課より関連資料を入手して、その内容につきヒアリングを実施。 

 

④ 上下水道事業に係る先行事例等に関する検討 

  秋田市の上下水道事業の現状と比較して、他の地方自治体の同事業のDX化へ向けての

先行事例について今後秋田市としての検討に加えるべきものはないかを、秋田市上下水道局

総務課にヒアリングして検討した。 

 

（３）対象とした事業の概要 

① 水道事業及び下水道事業の歴史（参考） 
秋田市の水道事業は、明治 40 年から市営の水道が一部通水を開始し、同 44 年 8 月に完

成している。その後、市勢の発展と共に水道の普及も進んで、大正 11 年を第 1 期として拡張

事業を開始し、概ね以下のように事業を拡張してきた。 

 

【図表 41】 水道事業の変遷の概要 

事業名 認可時期 主要な事業 

第 1 期拡張事業 大正 11 年 拡張工事 

第 2 次拡張事業 昭和 18 年 周辺町村の編入などに対応した拡張工事 

第 3 期拡張事業 昭和 27 年 周辺 13 カ村の大合併などに対応した拡張工事 

第 4 期拡張事業 昭和 37 年 仁井田浄水場の拡張や送配水管の布設など 

第 5 期拡張事業 昭和 49 年 同上 

第 6 期拡張事業 昭和 53 年 豊岩浄水場建設 

給水区域拡張事業 昭和 60 年、

平成 10 年 

簡易水道から給水区域への編入や、給水区域の

拡張 

市町合併 平成 17 年 隣接する河辺町および雄和町との合併で、それぞ

れの簡易水道事業と水道事業を引き継ぎ 

水道事業の統合 平成 19 年 合併した 2 町の水道事業などを秋田市水道事業に

統合し、事業運営の効率化を図る。 

 （出所）秋田市上下水道局ホームページ 「水道の歴史」より転記 

 

一方、秋田市の下水道事業は水道事業より遅く、大正 15 年に市議会の承認を得て、調査

や設計に着手し、旭川周辺の整備を行ったのが、本市下水道のスタートであった。昭和初期

から昭和 30 年代においては、市の中心部から周辺へと整備が進むが、処理場がなく水質汚

濁が問題となっていた。昭和 40 年代から昭和 60 年代にかけて秋田県とともに様々な都市計

画を策定する中で下水道の整備が進展した。更に平成 17 年の市町合併で、旧河辺町・旧雄
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和町の流域関連公共下水道を統合し、同年 4 月に水道局と組織統合し、上下水道局として業

務を開始し現在に至っている。 

 

② 水道及び下水道施設の概況 

【水道施設：浄水場・配水場】 

 秋田市の浄水場・配水場施設は以下のとおりである。 

 

【図表 42】 浄水場及び配水場の概況 

施設 名称 浄水能力（1 日当たり、立法メートル） 

浄水場 仁井田浄水場 154，600 
豊岩浄水場 35,800 
仁別浄水場     960 
俄沢浄水場  1,974 
松渕浄水場  3,803 

施設 名称 有効容量 

配水場 手形山配水場 6,800 立方メートル✕６池 計 40,800 立方メートル 

浜田配水場 12,000 立方メートル 

御所野配水場 3,350 立方メートル 

豊岩配水場 11,000 立方メートル✕2 池 計 22,000 立方メートル 

平尾鳥配水場 （配水池容量）726 立方メートル 

椿川配水場 （配水池容量）950 立方メートル 

(出所)監査人が入手した資料より作成。 

 

上下水道局では、秋田市の水道水を市民が安心して使えるよう適切な水質検査を行い、水

質管理に努めているとされる。 

 

【下水道施設：処理場・ポンプ場】 

 秋田市の処理場・ポンプ場施設は以下のとおりである。 

 

【図表 43】 処理場及びポンプ場の概況 

施設 名称 処理能力 

処理場 羽川浄化センター 日最大 380 立方メートル 

仁別浄化センター 日最大 1,150 立方メートル 

秋田臨海処理センター

（秋田県） 

日最大 143,000 立方メートル 
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施設 種類 備考 

ポンプ場 汚水中継ポンプ場 川口汚水中継ポンプ場ほか 11 ポンプ場 

雨水排水ポンプ場 山王雨水排水ポンプ場、明田雨水排水ポンプ場 

(出所)監査人が入手した資料より作成。 

 

③ 水道及び下水道施設の能力 

【水道施設の能力】 

令和 2 年度の秋田市上下水道事業に係る公営企業会計決算書から主な数値を抜粋する。

令和２年度の給水状況は、前年度と比較して、給水人口が 1,992 人減の 300,173 人、普及率

が 99.4%となっている。また、年間有収水量は 14,983 ㎥増の 32,231,539 ㎥、有収率は同率

の 91.2%となっている。 

建設改良工事については、配水管整備工事、配水幹線整備工事、流量計設置工事等多く

の工事を実施している。 

水道事業の普及率や配水状況等の近時の推移は以下のとおりである。 

 

【図表 44】 普及率等の推移 

区   分 30 年度 元年度 2 年度 

行政区域内現在人口（人） 305,944 304,026 302,005 
計画給水人口(人) 319,100 319,100 319,100 
現在給水人口(人) 304,077 302,165 300,173 
行政区域内現在人口に対する普及率（％） 99.4 99.4 99.4 
計画給水人口に対する普及率（％） 95.3 94.7 94.1 
送配水管総延長（ｍ） 1,971,129 1,975,060 1,976,074 
年間総配水量(㎥) 35,342,269 35,329,597 35,325,396 
（出所）秋田市公営企業会計決算審査意見書 

 

【図表 45】 配水状況の推移 

区   分 30 年度 元年度 2 年度 

配水能力（㎥/日）A 197,137 197,137 197,137 
1 日平均配水量（㎥/日）B 96,828 96,529 96,782 
施設利用率（B/A） 49.1 49.0 49.1 
（出所）秋田市公営企業会計決算審査意見書 
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【下水道施設の能力】 

令和 2 年度の普及状況は、前年度と比較して、処理区域内人口が 1,161 人減の 286,261
人、水洗化人口が 450 人減の 257,711 人となっている。また、下水道普及率は 0.3％上昇し

94.1%、水洗化率も 0.2%上昇し 90.0%となっている。 

建設改良工事は、管渠建設工事（浸水対策の雨水管整備、老朽管の改築等）、ポンプ場建

設事業、処理場建設事業等を実施した。  

下水道事業の普及率等の近時の推移は以下のとおりである。 

 

【図表 46】 普及率、水洗化率等の推移 

区   分 30 年度 元年度 2 年度 

行政区域内人口(人)  A 308,163 306,265 304,334 
認可計画人口(人) 291,010 291,010 283,840 
処理区域内人口      B 288,365 287,422 286,261 
水洗化人口(人)       C 258,467 258,161 257,711 
下水道普及率       B/A 93.6 93.8 94.1 
水洗化率           C/B 89.6 89.8 90.0 
(出所)秋田市公営企業会計決算審査意見書 

 

【図表 47】 汚水処理量等の推移 

区   分 30 年度 元年度 2 年度 

汚水処理水量（㎥）    Ａ 31,949,170 30,628,104 32,848,484 
有収水量（㎥）       Ｂ 28,010,475 27,959,606 28,015,021 
有収率（％）       B/A 87.7 91.3 85.3 
(出所) 秋田市公営企業会計決算審査意見書 

 

【農業集落排水施設の能力】 

一方、令和 2 年度の普及状況は、前年度と比較して処理区域内人口が 332 人減の 9,156
人、水洗化人口が 297 人減の 8,796 人となっている。また、普及率は 0.1%低下し 3.0%、水

洗化率は 0.3%上昇し 96.1%となっている。 
建設改良工事として老朽化したポンプ設備の更新工事等を実施している。 
農業集落排水事業の普及率等の近時の推移は以下のとおりである。 
 

【図表 48】 普及率、水洗化率等の推移（農業集落排水事業） 

区   分 30 年度 元年度 2 年度 

行政区域内人口(人)   A 308,163 306,265 304,334 
計画人口(人) 16,622 16,392 16,392 
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区   分 30 年度 元年度 2 年度 

処理区域内人口      B 9,730 9,488 9,156 
水洗化人口(人)       C 9,314 9,093 8,796 
下水道普及率（％）   B/A 3.2 3.1 3.0 
水洗化率 （％）      C/B 95.7 95.8 96.1 
(出所) 秋田市公営企業会計決算審査意見書 

 

【図表 49】 総処理量等の推移（農業集落排水事業） 

区   分 30 年度 元年度 2 年度 

総処理水量（㎥）    A 1,012,082 972,304 1,011,332 
有収水量（㎥）       B 795,048 778,077 776,507 
有収率（％）        B/A 78.6 80.0 76.8 
(出所)秋田市公営企業会計決算審査意見書 

 
④ 近時の決算状況 

（水道事業） 

令和 2 年度の経営成績としては、収益については前年度と比較して給水収益の減などによ

り営業収益が 7,682 万円（1.2%）の減少など総収益は 8,856 万円（1.2%）減の 70 億 1,856
万円となっている。 

一方、費用については、総係費の減などにより営業費用が 1 億 6,511 万円（2.8%）の減少

などで、総費用は 1 億 9,612 万円（3.1%）減の 60 億 9,347 万円となっている。 

この結果、純利益は前年度と比較して 1 億 756 万円（13.2%）増の 9 億 2,509 万円となっ

ている。 

 

【図表 50】 水道事業の近時の決算状況（参考） 

（収益的収支） 

 令和元年度 令和 2 年度 

収入 水道料金 61 億 3,001 万 2 千円 60 億 7,923 万 5 千円 

受託工事収益など 9 億 7,710 万円 9 億 3,932 万 1 千円 

  計 71 億 711 万 2 千円 70 億 1,855 万 6 千円 

支出 水道水を供給するための

費用 

32 億 2,329 万 6 千円 30 億 8,463 万 9 千円 

減価償却費など 27 億 2,109 万 7 千円 26 億 9,015 万 1 千円 

借入金の利息 3 億 4,519 万 4 千円 3 億 1,868 万円 

   計 62 億 8,958 万 7 千円 60 億 9,347 万円 

純利益  8 億 1,752 万 5 千円 9 億 2,508 万 6 千円 
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（資本的収支） 

 令和元年度 令和 2 年度 

収入 借入金 9 億 7,100 万円 10 億 6,460 万円 

国の補助金 9,972 万円 1 億 363 万 1 千円 

加入金など 4 億 732 万 8 千円 3 億 8,696 万 3 千円 

  計 14 億 7,804 万 8 千円 15 億 5,519 万 4 千円 

支出 水道管の布設や施設整備

などの費用 

26 億 4,884 万 1 千円 25 億 7,075 万 2 千円 

借入金の返済 14 億 4,327 万円 15 億 593 万円 

  計 40 億 9,211 万 1 千円 40 億 7,668 万 2 千円 

不足額 損益勘定留保資金などで

補う（※） 

26 億 1,406 万 3 千円 25 億 2,148 万 8 千円 

(出所)監査人が入手した資料より作成。 

※損益勘定留保資金：施設の償却費など、企業の内部に留保される資金 

 

（下水道事業） 

収益については、前年度と比較して、下水道使用料の減 9,129 万円（1.8%）などで総収益

は 7,465 万円（0.7%）減の 102 億 9,746 万円となった。 

一方費用については、流域下水道費の増などにより営業費用が 8 億 3,163 万円（10.2%）

増加するなど総費用は 7 億 3,440 万円（8.0%）増の 99 億 2,934 万円となった。 

 この結果、純利益は前年度と比較して 8 億 905 万円（68.7%）減の 3 億 6,813 万円となっ

た。 

 

 

【図表 51】 下水道事業の近時の決算状況（参考） 

（収益的収支） 

 令和元年度 令和 2 年度 

収入 下水道使用料 49 億 5,368 万 3 千円 48 億 6,239 万 2 千円 

一般会計からの繰入金など 54 億 1,843 万 3 千円 54 億 3,507 万 1 千円 

  計 103 億 7,211 万 6 千円 102 億 9,746 万 3 千円 

支出 下水道を維持管理する費用 27 億 1,359 万 2 千円 32 億 2,004 万 2 千円 

減価償却費など 55 億 4,448 万 9 千円 58 億 7,460 万 2 千円 

借入金の利息 9 億 3,685 万 5 千円 8 億 3,469 万 4 千円 

  計 91 億 9,493 万 6 千円 99 億 2,933 万 8 千円 

純利益  11 億 7,718 万円 3 億 6,812 万 5 千円 
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（資本的収支） 

  令和元年度 令和 2 年度 

収入 借入金 35 億 7,700 万円 31 億 4,440 万円 

国の補助金 13 億 4,191 万 9 千円 14 億 3,258 万円 

一般会計出資金など 9 億 2,269 万 3 千円 9 億 6,969 万 7 千円 

  計 58 億 4,161 万 2 千円 55 億 4,667 万 7 千円 

支出 下水道管の布設や施設整

備などの費用 

45 億 8,692 万 7 千円 43 億 9,552 万 7 千円 

 借入金の返済 54 億 9,649 万 8 千円 55 億 9,318 万 1 千円 

  計 100 億 8,342 万 5 千円 99 億 8,870 万 8 千円 

不足額 損益勘定留保資金などで補

う 

42 億 4,181 万 3 千円 44 億 4,203 万 1 千円 

(出所)監査人が入手した資料より作成。 

 

（農業集落排水事業） 

収益及び費用並びに純利益はほぼ前年度並みで、それぞれ、総収益が 7 億 3,253 万円、

総費用が 7 億 1,396 万円、純利益が 1,857 万円となった。 
 

 

【図表 52】 農業集落排水事業の近時の決算状況（参考） 

（収益的収支） 

 令和元年度 令和 2 年度 

収入 施設使用料 1 億 2,745 万 7 千円 1 億 2,756 万 2 千円 

一般会計からの繰入

金など 

6 億 1,158 万 7 千円 6 億 496 万 9 千円 

  計 7 億 3,904 万 4 千円 7 億 3,253 万 1 千円 

支出 施設を維持管理する

費用 

1 億 9,959 万 9 千円 1 億 9,583 万円 

減価償却費など 4 億 5,982 万 8 千円 4 億 6,557 万 7 千円 

借入金の利息 5,874 万 4 千円 5,255 万円 

  計 7 億 1,817 万 1 千円 7 億 1,395 万 7 千円 

純利益  2,087 万 3 千円 1,857 万 4 千円 
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（資本的収支） 

 令和元年度 令和 2 年度 

収入 借入金 3,700 万円 1,330 万円 

国の補助金 4,804 万円 853 万 6 千円 

一般会計からの出資

金など 

1 億 1,757 万 6 千円 1 億 5,320 万 1 千円 

  計 2 億 261 万 6 千円 1 億 7,503 万 7 千円 

支出 施設整備などの費

用 

1 億 2,314 万 5 千円 9,703 万円 

借入金の返済 3 億 298 万 2 千円 3 億 560 万 9 千円 

  計 4 億 2,612 万 7 千円 4 億 263 万 9 千円 

不足額 損益勘定留保資金

などで補う 

2 億 2,351 万 1 千円 2 億 2,760 万 2 千円 

(出所)監査人が入手した資料より作成。 

 

⑤ 令和２年度の決算審査意見（抜粋） 
（水道事業） 

給水人口の減少により給水収益は減少し、老朽施設の更新等による費用の増加が見込ま

れる。以下のような今後の対応が必要である。 

 

A．料金収納率の向上など収益を確保する取組みを行う。 
B．漏水調査等による有収率の向上や、給水人口に見合った適正な規模とすることなどで費

用を抑制していく必要がある。 
C．そのためには、「第 3 期・県都『あきた』改革プラン」や「秋田市上下水道事業基本計画」に

基づき、今後の給水人口を見据えた施設規模の適正化や、老朽施設の更新を計画的に実

施し事業費を平準化するなどの取組みを実施する。特に、仁井田浄水場の更新事業につ

いては、事業のさらなる具体的精査を進め、将来の水道事業における経営効率化に資する

よう、水需要を適切に予測し施設規模の適正化が必要である。 
また、当該事業は多額の費用が見込まれており、今後の水道事業会計の財政計画等に大

きな影響を及ぼすため、本事業に係る費用等を見込んでいない「秋田市上下水道事業基

本計画」の見直しを図る必要がある。 
D．地震などの大規模災害に対応するため、引き続き施設及び管路の耐震化や供給システム

の強化などの災害対策を進めることが必要である。 
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（下水道事業） 

水洗化人口の減少に伴い下水道使用料は減少する一方で、施設及び管渠の老朽対策や

耐震化に伴う費用の増加が見込まれる。 

 

A．使用料収納率や水洗化率の向上等により収益を確保する必要がある。 
B．「秋田市上下水道事業基本計画」及び「秋田市公共施設等総合管理計画」等に基づき、

老朽施設や管渠の更新を計画的に実施すべきである。 
C．地震や豪雨による大規模災害に対応するため、引き続き施設及び管渠の耐震化や浸水

対策の推進が必要である。 
 

（農業集落排水事業） 

事業の性質上汚水処理人口が少ないことに加え、本市の中でも人口減少率が大きいと予

想される市の郊外部を処理区域としているので、将来的に処理水量の減少による使用料の減

収が避けられない上、老朽化した施設の更新や維持管理に要する費用の増加が見込まれる

ため、今後の経営環境は更に厳しさを増していくものと推測される。 

 また、本事業の汚水処理原価は下水道事業に比べて高額であるものの、施設使用料を下

水道使用料と同水準にして利用者の負担軽減を図っているため、その不足する経費は一般

会計が負担している。 

 

A．「秋田市上下水道事業基本計画」等に基づき、処理施設の統合や公共下水道への接続を

着実に実施するとともに、事業の効率化やコストの縮減を図る必要がある。 
 

（４）組織の概要等 

秋田市上下水道局の組織は以下のとおりである。 

 

【図表 53】 組織体制 

課所室名 主な業務内容 

総務課 ・事業計画 

・予算・決算、金銭の出納管理 

・広報・広聴 

・物品や業務委託の入札・契約 

お客様センター ・上下水道の使用開始、中止の受付 

・料金・使用料の徴収 

・受益者負担金・分担金の徴収 

・料金・使用料に関する相談や調査 

給排水課 ・給水装置・排水設備工事の審査・検査 
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課所室名 主な業務内容 

・給水装置・排水設備指定工事業者に関すること 

・給水装置・排水設備に関する相談の受付 

・水洗トイレ改造資金の融資あっせん・助成金 

・貯水槽水道の指導 

水道維持課 ・水道管・ポンプ場の維持管理 

・初期調査 

・上下水道管路情報の整備・保存、地下埋設物の情報提供 

・漏水防止及び応急給水 

水道建設課 ・水道施設整備更新計画、水道主要施設の建設・更新 

・配水管整備、受託工事の設計・監督・積算 

下水道整備課 ・下水道施設等の建設 

・私道の公共下水道整備 

・受益者負担金・分担金の賦課 

・下水道等の維持管理 

浄水課 ・浄水場・配水場の運転及び維持管理 

・浄水場見学の受付 

（水質管理室） 

・水道に関わる水質検査・研究 

・水質管理計画・水質統計 

・水質の相談 

下水道施設課 ・下水道施設等の運転 

・下水道施設等の維持管理 

仁井田浄水場建設室 ・仁井田浄水場の更新に関すること 

（出所）秋田市上下水道局ホームページ 組織・業務案内および上下水道のしおり 

 

 

 秋田市における上下水道事業に係る中期・長期事業計画について、現在、以下の計画が存

在する。 

 

① 第 3 期・県都『あきた』改革プラン（第７次秋田市行政改革大綱） 
人口減少・少子高齢社会の進行に適応した持続可能な行政運営の実現に向け、令和元年

度から令和４年度までの 4 年間の計画期間に実施すべき改革や成果指標を平成 31 年 1 月

に定めたものである。 
上下水道事業については、仁井田浄水場の更新にあたり官民連携手法の活用を検討する

事や、秋田県流域下水道への接続による単独公共下水道の廃止、農業集落排水処理施設
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の廃止などが改革項目に掲げられている。 
 
② 秋田市上下水道事業基本計画 

安定した事業経営のもと、良質な上下水道サービスを提供できる機能を維持、継続するた

め、平成 29 年度から令和 8 年度までの 10 年間を計画期間とする経営の基本方針を平成 29
年 3 月に定めたものである。 

仁井田浄水場の更新などによる安全な水道水の供給、水道管路の耐震化や下水道管路の

改築などによる災害に強い上下水道の構築、施設の統廃合による事業運営の効率化などが

定められている。 
 
③ 秋田市公共施設等総合管理計画 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進し、将来負担の軽減を図るため、平成 29 年

度から令和８年度までの 10 年間を計画期間とする公共施設等マネジメント方針等を平成 29
年 3 月に定めたものである。 

上下水道事業については、事業計画の策定による施設の維持、民間委託の検討等による

経営の効率化、災害時のライフラインの維持、管路の長寿命化や施設の統廃合などが今後の

方向性として定められている。 
④ 秋田市デジタル化推進計画（前掲） 

秋田市がデジタル化に向けて、市民や事業者等がデジタル化の具体的なメリットを実感で

き、市役所に来なくても各種行政手続が可能となる「デジタル市役所」として新たな行政サービ

スを提供するとともに、業務、データ、システムの標準化やクラウド利用等を推進することにより、

経費の削減や職員の事務負担軽減を図り、本市が抱える諸問題の解消や地域課題の解消を

図っていくものである。 
合わせて、国が示す枠組みである官民データ活用の推進や、官民データの活用により得ら

れた統計や業務データ等の客観的な証拠に基づき、政策や施策の企画及び立案が行われる

事（EBPM）にも、効率的な行政の推進や市民の行政に対する信頼性向上のために取り組む

ものである。 
上下水道局関連の事業予定は以下の３つが記載されているが、基幹システム等の全システ

ムを体系的に見直した計画にはなっていない。 
 
（参考）秋田市デジタル化推進計画に記載されている上下水道局に係る事業 
    ア．水道のスマートメーター導入の検討 
    イ．流量・水圧遠隔監視システムの整備 
    ウ．マンホールポンプ遠隔監視システムの構築 
 

 なお、秋田市上下水道局の所管するシステムには以下のものがある。 
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  所 管 部 局 シ  ス  テ  ム  名 

水道維持課 上下水道統合型管路情報管理システム 

水道建設課 設計積算システム 

浄水課 浄水場監視制御システム 

お客様センター 水道料金システム 

給排水課 給排水システム 

 

これまで、上下水道局全体の情報システムについては、複数システムの情報の共有化、及

びネットワークの統合が行われている。 

 

 （共有化の取組み） 

平成 28 年 1 月 水道料金システムと給排水システム間でデータベースを共

有できる一体型の情報システムへ移行 

 

 （ネットワークの統合） 

平成 21 年 12 月 秋田市行政情報ネットワークへ、水道料金システム、給排水

システムのネットワークを統合 

平成 26 年 4 月 お客様センター業務の包括的外部委託化にあわせて、水

道料金システム、給排水システムを分離 

    

上表からわかるように、委託契約等の業務効率化により逆に統合されていたシステムを分離

する場合もある。 

 

（５）上下水道統合型管路情報管理システムの概要 

① 導入の目的 

秋田市では、水道管路情報管理システム導入前の水道管路情報は、紙ベースの配管図

(1/2,500、A1)を中心に管理していた。しかしながら、管路更新の増加等に伴い、これらの情報

管理に苦慮していたほか、効率的に水道管路等の施設を整備するには、図面管理の高度化

や検索、集計等の迅速化を図る必要があった。 

そこでこれらの課題に対応するため、図形情報や属性情報等を一元的に管理できる本シス

テムを導入することとした。 

 

② これまでの経緯 

 水道管路情報管理システムは、平成 5 年度に導入検討に着手し、平成 12 年 2 月に水道

施設データの運用を開始した。 

平成 17 年度の水道局と下水道部の組織統合に伴い、それぞれで管理していたシステムを
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統合することとし、平成 20 年度に上下水道統合型管路情報管理システムの運用を開始した。 

 

【図表 54】 システム導入等の経緯 

年度 経緯 

平成 5 年度  システム導入検討委員会設置、実施計画書作成 

平成 6～7 年度 システムの導入に関する検討 

平成 8～11 年度 第１期構築 

平成 12 年 2 月 システム運用開始（水道管路等） 

平成 12～13 年度 第２期構築 

平成 18～19 年度 上下水道統合型管路情報管理システムの構築 

平成 20 年 4 月 〃          運用開始 

平成 19～22 年度 農業集落排水施設、市設置型浄化槽データ整備 

令和元～令和 3 年度 日本測地系から世界測地系に移行 

 （出所）監査人のヒアリングによる。 

 

【参考】システム導入までの詳細な経緯 

 

１．水道管路情報管理システムの構築経緯 

 (1) 経緯  

平成 5 年度に、水道管路情報管理システム検討委員会を局内に設置し、各システムの比

較検討を行い、現行システム（水道マッピングシステム㈱）を選定した。平成８年度から構築業

務を委託し、地形や施設データの整備を行い、平成 12 年 2 月からシステムの運用を開始し

た。 

年  度 経       緯 

平成 5 年 4 月 水道管路情報管理システム導入検討委員会を設置（委

員長：維持課長） 

平成 5 年 9 月 同委員会で現行システムを選定 

平成 6 年 2 月 実施計画書作成 

平成８年度～11 

年度 

(単年度ごとの契約) 水道管路情報システム構築業務

委託 受託者 水道マッピングシステム㈱ 地形・配水・

給水情報の素図、データ入力 

平成 12 年 2 月 システム運用開始（水道管路等） 
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(2)システム選定の検討 

システムを選定するにあたり、水道局の情報管理の現況、課題、この解決策等をまとめ、各

メーカーのシステムの比較を行い選定した。 比較検討は、コンピュータ、管路関連、測量会

社、その他のメーカー計 14 システムについて、特徴、水道事業体の導入実績等により評価し

た。 
 

(3)選定理由 

NO. 選  定  理  由 

 1 誰でも図面および管路情報の保管、検索、更新等の基本機能を操

作することが容易 

 2 将来において維持管理計画、断水工事計画、設計業務支援、管 網

計算等の業務支援が完備 

 3 現在稼働しているシステムがあり、稼働実績も充分  

 4 水道用のシステムとして考慮されている 

     ※（当時の上水道稼働実績）東京都水道局、埼玉県南水道企業団 

 

２．上下水道統合型管路情報管理システムの構築 

 (1)経緯 

  平成 17 年度に、水道局と下水道部の組織統合に伴い、それぞれで管理していたシステム

を統合し、平成 20 年度に運用を開始した。 システムの統合にあたって、次の理由により水道

管路情報管理システムを基本に構築した。 

 

NO. 選  定  理  由 

 1 独自に整備している地形データ、施設データが整備 

 2 設計積算、管網解析、計画支援等の関連システムが充実 

 3 WEB 対応型システムであり、アクセスライセンスを多く保有 

 4 毎週１回更新しており、データ精度及び更新体制が確立 

 

(2)効果 

 ・台帳類の整備と管理業務の効率化 

 ・データの一元化による業務の効率化 

 ・地形図データ更新費、機器維持管理費の経費節減 

 ・地下埋設等の対応が迅速化、効率化されることによる市民サービスの向上等 

 

(3)その他のデータ整備 

①農業集落排水、市設置型浄化槽事業との三事業一元化 
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平成 22 年 4 月に、それまで市長部局で所管していた農業集落排水事業及び浄化槽整備

事業について、生活排水処理対策を効率的に進めるため三事業一元化を図ったことから、管

路データ等を追加した。 
 

②日本測地系から世界測地系に移行 

水道管路情報管理システムは、平成 8 年度の構築時に都市計画図、道路台帳等を基に地

形素図を作成しており、その帳図は「日本測地系」で作成されていた。 
平成20年度以降の現況平面図、航空写真（資産税課）、都市計画図は「世界測地系」で作

成されており、既存のシステムに直接重ね合わせることは不可能であったため、世界測地系

への変換を行った。 

 

③ システムの概要および特徴 

【概要】 

・お客さま番号、住所などで上下水道施設、布設年度、口径、延長、給排水設備等をデータ

別に画面に表示 

・ＷＥＢマッピング方式、200 ライセンス（常時接続数）  

・秋田市行政情報ネットワークに接続、職員の机上ＰＣで利用可能 

 

【図表 55】 システム画面(上)とネットワーク構成図（下） 

 

 

 

 

配水本管 下水道管渠(合流)
お客さま番号

給水管
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NW装置

NW装置

NW装置

NW装置

NW装置NW装置

 

 

（出所）入手した資料を基に監査人が簡略化 

 

【特徴】 

 ・水道料金システム、設計積算、管網計算など各種システムと連携 

 ・地形図は道路台帳図、都市計画図等を基に整備し、県道・市道は毎年更新、国道は変更

その都度更新 

 ・データは１週間ごとに更新 

 

④ システム機器 

 

【図表 56】 主なシステム機器一覧 

№ 項目 数量 備考 

１ サーバ 2 台 メイン・サブ、ラック式 

２ 専用クライアント 6 台 管網解析、窓口、災害用端末等 

３ 災害用端末 2 台 タブレット端末 

４ スキャナ 4 台 Ａ０（1 台)、Ａ３(３台) 

５ ナビゲーション 4 台 ポータブル、カーナビ各２台 

 

⑤ 活用状況 

（ア）主な業務 

窓口（お客さま）対応、設備維持管理、管路整備計画、工事設計、災害対策、統計、地下埋
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設確認業務のほか、お客さま自らパソコン操作し、閲覧できる自由閲覧システム（２台）を設置

している。 

 

（イ）利用者 

上下水道局 202 名、窓口等の委託業者 50 名、市長部局 43 名、計 295 名が利用可能と

なっている。 

なお、これらの利用に当たって、申請、抹消の手続きやシステム利用への情報管理等の周

知を図っている。 

 

【図表 57】 利用者ごとの利用目的及び閲覧制限の状況 

NO. 利用者（人） 利用目的 閲覧権限 

 マッピング

機能 ＊１ 

ファイリング

機能 ＊２ 

1 上下水道局     

管理者権限 202 管理者権限用      ◎ 

用地閲覧 用地図閲覧権限      〇 

各課所室職員 お客様対応、施設管理等      〇 

自由閲覧者用 自由閲覧システム   △ － 

2 委託業者 50 お客様対応業務  

3 建設部  
9 

道路、公園等所管施設の

情報確認 

 

4 都市整備部  
9 

市営住宅等所管施設の

情報確認 

 

5 環境部  
13 

浄化槽等の所管施設の

情報確認 

 

6 産業振興部  
3 

農道・水路等所管施設の

情報確認 

     〇 

7 市民生活部  
3 

道路等所管施設の情報

確認 

 

8 教育委員会  
3 

学校等所管施設の情報

確認 

 

9 消防本部  
3 

消火栓等の消防施設の

情報確認 

 

   計 295   

 ◎：編集可能  〇：参照可能  △：地形図・管路図計のみ 
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 （参考）閲覧権限の範囲 

   ※１ マッピング機能・・・地形図、使用者名、管路図形、施設図形 

   ※２ ファイリング機能・・配水竣工図、給水台帳、漏水修理、下水竣工図、排水台帳、 

                  ます承諾、カメラ調査 

（出所）監査人が入手した資料から作成。 

 

 

【図表 58】 維持管理業務における上下水道管路情報管理システムの活用状況及び災害・事

故等の対応体制 

課名 人員※ 活用状況 災害・事故等の体制・対応 

水道維持課 27 
・管路等の情報検索 

・図面出力・集計機能 

・断水業務支援 

体制：水道配管調査復旧班 

対応（役割）： 

・送・配・給水管の被害調査、復旧活動 

・復旧に伴う広報活動 

システムの活用： 

・被害調査箇所図の作成 

・断・減・濁水影響箇所の把握 

・迅速な復旧活動支援 

・管路施設の被害、復旧状況の記録 

・応急給水活動の避難所等の検索 

・応援隊への管路情報提供 等 

水道建設課 29 

・管路等の更新計画策

定 

・管路等の情報検索 

・図面出力・集計機能 

・断水業務支援 

下水道整備課 30 
・管路等の情報検索 

・図面出力・集計機能 

体制：下水道管渠調査復旧班 

対応（役割）： 

・下水道管渠等の被害調査、復旧活動 

・復旧に伴う広報活動 

システムの活用： 

・被害調査箇所図の作成 

・管渠被害、浸水被害箇所の把握 

・迅速な復旧活動支援 

・応援隊への管路情報提供 等 

  ※人員には、会計年度任用職員を含む。 

（出所）監査人が入手した資料を基に作成。 
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⑥ 上下水道管路情報管理及び関連システムの契約業務内容 

 

（管路情報管理） 

NO. システム名 構築業者 業  務  等 担当部署 

1 上下統合型管路情

報管理システム 

水道マッピン

グシステム㈱ 

 水道維持課、

お客様センタ

ー（料金系） マッピング 窓口、施設管理等 

・管路等の情報検索 

・図面出力、集計 

・断水業務支援等 

ファイリング 給水台帳、排水台帳、各種

工事図面占有許可書・届出

書等のファイリング 

管網解析 水道管路の管網解析、水理

計算業務 

水道維持課 

自由閲覧 閲覧サービス（家名、給水台

帳等閲覧制限） 

給排水課 

2 設計積算 同上 水道工事の設計書・設計図

面作製業務 

水道建設課 

3 水道料金 東京水道㈱ ・検針業務 

・水道料金等請求業務 

・収納業務 

・受付業務 

・精算業務 

お客様センタ

ー 

 

 

（上下水道管路情報の関連システムの契約業務内容） 

NO. システム名 システム保守 データ更新 機器 

1 上下統合型管

路情報管理シ

ステム 

〇水道維持課 

・システム運用支援・保守 

・システム小改造 

〇水道建設課 

・設計積算システムの操作

補助・運用・改善 

〇給排水課 

・自由閲覧システムの操作

管路や施設等

レイヤの追加修

正、竣工図、給

水台帳、排水台

帳、基図等の図

面の連携作業 

機器購入 

・安定稼働を図る

ため、ハードウェ

アについて、計画

的に購入 

 

機器の設定業務 

マッピング 

ファイリング 

管網解析 

自由閲覧  機器賃貸借 
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NO. システム名 システム保守 データ更新 機器 

2 設計積算 補助・運用・改善 

〇お客様センター 

・料金系ソフトウェア操作補

助・改善等保守・ハードウェ

ア保守 

 機器購入 

機器設定業務 

 

3 水道料金 包括委託業者が所有しているシステム 

（出所）監査人が入手した資料より作成。 

 

⑦ 上下水道管路情報管理システムに関連する業務・データ連携図 

 

 管路設計・計画業務      お客様（窓口）対応、施設管理、災害対応業務 

                              

                                         ファイリングシステム 

 設計積算システム                            給水台帳、排水台帳等 

  水道工事の設計書、     上下水道管路情報        のファイリング 

   設計図面作成          管理システム 

    

                     自由閲覧システム       

 管路解析システム                             水道料金システム 

 水道管路の管網解析       災害用端末 

 

 

（出所）監査人が入手した資料より作成。 

 

⑧ 情報システム管理者 

秋田市情報セキュリティポリシーに従い、上下水道管路情報システムについては、水道維

持課長が情報システム管理者となる。 

 

⑨ 課題等 

これまでハードディスクの冗長化、バックアップサーバの設置、バックアップデータの分散化

等によりリスク低減対策を図っているものの、災害等によりシステムが一時的に停止した場合、

多くの業務に影響を来すことから、最新技術などの動向を研究し、費用対効果を見極めながら、

データの保全対策の向上を図る必要がある。 
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（６）秋田市による過去の監査結果及び措置等の状況 

① 秋田市の情報セキュリティ監査の実施 

秋田市は平成 30 年 11 月 12 日施行の「情報セキュリティポリシー」に従って、その「３．９．１ 

監査」で、「情報セキュリティ委員会」による定期的及び必要に応じた監査を実施している。当

該監査の概要は以下のとおりである。 
 

項   目 概      要 

情報セキュリティ監査員 被監査部門以外で、かつ監査及び情報セキュリティに

関する専門知識を有する者 

外部委託事業者に対する監査 必要に応じてその下請け者も含めて監査を実施する 

報告 情報セキュリティ委員会に報告される 

監査結果への対応 指摘事項は情報セキュリティ管理者に対処を指示する 

 

② 令和元年度後期の上下水道局に対する情報セキュリティ監査の結果 

上下水道局の各課の監査結果は以下のとおりである。 

 

所 管 課 指 摘 事 項 その後の対応 

総務課 サーバの入退出管理 適切に見直している 

お客様センター 該当なし    － 

給排水課 該当なし    － 

水道維持課 サーバの入退出管理 適切に見直している 

水道建設課 該当なし    － 

下水道整備課 該当なし    － 

浄水課 該当なし    － 

下水道施設課 該当なし    － 

仁井田浄水場更新準

備室 

該当なし    － 

 

いずれも、情報セキュリティ監査上で大きなシステムの問題はなく、指摘事項についても適

切に見直しが実施され改善されている。 

 

 

③ 平成 28 年度包括外部監査の結果及び措置 

平成 28 年度の包括外部監査のテーマは「上下水道局（主として水道事業会計）に関する

内部統制システムの有効性について」であり、その「６．上下水道局（水道事業）における情報
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システムに対する内部統制の視点」の中で、各課の主要システムに関する監査結果が記載さ

れている。秋田市のホームページには、当該監査報告書の監査結果（指摘及び意見）に対し

措置したものとして、平成 29 年度及び平成 30 年度に掲載されている。 
    

今回の監査では以下のように上記の関連部局へのヒアリングを実施し、結果として何点か意

見を後述している。 

 

・個別事項のヒアリングの結果について 

以下のページ数は平成 28 年度包括外部監査報告書のものである。 

 

 

ページ 種 類 内容の要約 秋田市の措置状況 

P129 意見 86 ・システムの統廃合 

浄水場監視制御システム

が、秋田市行政情報ネットワ

ークへの統合が未了であ

る。（「秋田市水道事業基本

計画」と齟齬） 

 

・統合はされていない。 
・秋田市上下水道事業基本計

画を策定（平成 29 年 3 月)し、

見直し済み。 

P130 指摘 4 ・「実施手順」の策定 

秋田市の「情報セキュリティ

ポリシー」にあるように、上下

水道管路情報管理システム

などに関して「実施手順」を

独自に定めていない。 

 

「実施手順」策定済み 

P130 意見 87 ・「実施手順」の策定 

「指摘」と関連して、外部委

託先が保有する情報システ

ムを上下水道局職員が利用

する特殊な形態にある水道

料金システム、及び給排水

システムについても同様に、

独自の「実施手順」を定める

べきである。 

 

「実施手順」策定済み 
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ページ 種 類 内容の要約 秋田市の措置状況 

Ｐ131 意見 88 ・上下水道局の情報システ

ムに対する「リスク評価」が不

充分である。 

内部統制上のリスク評価の

対象とする必要がある。 

 

・上下水道局で使用する情報

システムについて、情報システ

ムで処理される業務から派生す

るリスクに対応するため、アクセ

ス権限の設定や出力データの

確認などに関する事項をシステ

ムごとの実施手順に定める。 

・システム管理者によるリスク評

価の実施に基づいた業務マニ

ュアルなどの見直しを随時実施

する。 

P131 意見 89 ・上下水道局の各課の情報

システム更新について、上

下水道局全体での審議・決

定する組織がない。 

「掲示板」の利活用だけでは

不十分 

「市」とも協議して組織的に

対応すべき 

・情報統計課と協議し、情報シ

ステムの導入や改変時には、シ

ステムの仕様、システム間の連

携、バックアップ手法などを、上

下水道局内の技術・経営委員

会に諮り、情報システムの有効

活用などに関して関係課所室

の間で情報共有と意思統一を

進める。 

P132 意見 90 ・バックアップ処理の日常的

モニタリングが不充分なシス

テムがある 

（具体例）「浄水場監視制御

システム」・「管路情報システ

ム」・「設計積算システム」以

外 

 

週 1 回以上モニタリングを行っ

ている。 

P132 意見 91 ・消火装置の無水式への変

更などのバックアップ体制の

見直し(物理的統制) 

 

・無水式は完了。 

・バックアップデータについて

は、サーバなどの設置場所とは

別の場所に保管する。 

P133 指摘 5 ・バックアップファイルは平成

27 年 8 月のサーバ更新を機

会に開発ベンダーに提供し

収受届出書を整備・保管 
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ページ 種 類 内容の要約 秋田市の措置状況 

ているが、情報セキュリティ

管理者（水道維持課長）まで

の承認を取っていなかった。

（「情報セキュリティポリシー」

違反） 
P134 意見 92 ・情報システム管理者や情

報システム担当者が、パスワ

ードを定期的に適切に更新

されたかを確認する体制を

取るべきである。 

変更した。 

P134 意見 93 ・（設計積算システム）一般

ユーザ ID の改廃手続きを

適切に行うべきである。 

ID は工事情報が消えるので変

えられない。 
パスワードの強制変更によりロ

グインできないようにした。 
P135 指摘 6 ・（設計積算システム）特権

ユーザ ID パスワードの定期

的変更がなされていなかっ

た。 

パスワードを定期的に変更す

る。 

P136 指摘 7 ・浄水場監視制御システム

の OS は WINDOWSNT で

保守サポートは平成 16 年で

終了している。OS やアプリ

の脆弱性がある。 
 

最終的には令和 9 年度までで

更新を完了する予定である。そ

の間は機器のオーバーホール

や保守用部品の購入で対応す

る。なお、令和元年度に

WINDOWS10 のシステムを 1
系列追加し、システムダウン等

のリスクへの対応を構築してい

る。 
P137 意見 94 ・仁井田浄水場における部

外者の侵入を防ぐ手立て

や、施錠や入退室管理など

が不充分である。（物理的統

制） 

施錠やフイルムで目張りする。

また入退出を台帳で管理する。 

P137 意見 95 ・仁井田浄水場の浄水場監

視制御システムの紙帳票は

適切に保管されておらずバ

年単位で保管箱に収納し整理

を行う。 
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ページ 種 類 内容の要約 秋田市の措置状況 

ックアップ体制としては不十

分である。 
P138 意見 96 ・水道料金システムの、 

①「共有 ID」をやめて「個人

ユーザ ID」を利用すべき。 
②やむをえず「共有 ID」を

使う場合は定期的な変更を

すべき。 

①個人ユーザＩD に変更 
②定期的に変更、パスワードの

有効期限を短縮 

P138 指摘 8 ・包括委託契約で、平成 27
年度の報告会議では情報シ

ステムに関して、電子計算処

理業務に関して報告が行わ

れていない。 

・上下水道電算システムの情報

セキュリティレベルは、秋田市

の情報セキュリティポリシーに

準拠するレベルが確保されて

いることを確認した。今後は定

期的に履行状況のモニタリング

を実施する。 
契約への SLA（サービス水

準）の設定については、次期包

括業務委託で対応することにし

た。 
 

（７）上下水道事業の広域化の検討について 

上部団体である秋田県は、県内の市町村の上下水道事業に係る広域化については主導

的な機能を従来から発揮している。秋田市も上下水道事業の事業者として秋田県の施策に合

わせて今まで様々な動きをしてきた。 

厚生労働省など国のDXに係る施策の中で、上下水道事業の更なる広域化を推奨している

のは従前に記述したとおりである。 

以下に、秋田市及び近隣の市町村並びに秋田県における広域化への現状を記載する。 

 

① 秋田県水道ビジョン（令和３年３月 秋田県）より、秋田市の水道事業の広域化の現状につ

いて 

秋田県は、県内の市町村を大きく 6 つの圏域に分けており、秋田市は、男鹿市、潟上市、

五城目町、井川町、八郎潟町、大潟村と共に「秋田圏域」に区分されている。 
秋田圏域は、雄物川等の下流に位置し、秋田平野の可住地を中心としている。秋田市の人

口は約 32 万人で県内人口の 31%が集中している。有収率が 89.5%と県内で最も高く、水道

事業のほとんどが市町村の経営であり、上水道が多く小規模水道が少ないのが特徴である。 
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各圏域の中で最も給水収益が多く、供給単価も安定、給水原価も低くなっている。管路更

新率も他の圏域より高くなっているが、管路経年化の進行を抑えるまでに至ってはいない。 
平成 2 年より、秋田圏域の協議が開始されたが、コスト面で折り合いがつかず平成 25 年に

協議会は解散し広域化は断念された。 
 

 H2 年～H25 年の動き（現在まで） 
年  代 内     容 

平成 2 年 11 月 秋田市が主体となり「広域水道整備協議会」を設立 
平成 25 年 5 月 協議会は、コスト面で広域化のメリットを見出すことが

できず、施設整備を伴う広域化を断念し、解散した。 
 

② 秋田県を中心とした下水道事業の広域化について 

 平成 29 年 9 月 29 日に行われた国が主催する「下水道事業における PPP/PFI 事業の促進

に向けた検討会」において『秋田県における広域共同化の取組』の中で、下水道事業の広域

化に関する現状が明記されている。 
 
ア．生活排水事業の現状 
  秋田県人口ビジョン（平成 27 年 10 月） 
  ・秋田県の人口の減少数は全国平均と比較しても高い。今後とも減少すると見込まれる。 
     【課題】 

・生活排水処理施設の長寿命化・更新費の増加 

・施設の稼働率、運営効率の悪化 

・使用料収入の減少による経営の悪化 

・担当職員の減少による運営及び危機管理体制の脆弱化 

 

イ．課題に対する対応方法 

・事業者間連携（県と市町村との協働） 

・生活排水処理施設の集約・再編（広域共同化による統合） 

・限られた人的資源の効率的活用（管理運営の広域共同化） 

 

ウ．広域共同化に向けた県の取組み（秋田市における具体的な事業実績） 

・農業集落排水施設の流域関連公共下水道接続 

・秋田市のし尿処理施設を流域関連公共下水道接続 

・秋田市単独公共下水道八橋処理区を流域関連公共下水道に計画変更、

流域下水道と統合 
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③ 秋田市の上下水道局の方針について 

水道事業について広域化は困難であるとの結論が出ており費用対効果等を考慮して今後

も広域化は難しいと思われる。ただし、今後の管理技術の進歩（システムも含めて。共通プラッ

トフォーム技術）や会計処理方法の改善（事業別・事業所別の損益など公会計制度の改善・

改良）等により、秋田県及び近隣市町村との広域化による効率化やコスト・ダウン等が図れるよ

うになる可能性は無いとは断言できないとは思われる。 

 

下水道事業については、効率化やコスト削減等の効果もあり、秋田県も含めて統合や施設

の改廃等の広域化を行う可能性はあると思われる。 

 

（８）監査の結果 

【意見 16】 上下水道の DX 化について 

秋田市における上下水道の DX 化については具体的な政策が実行されていないことに鑑

み、以下の先行事例を提示することから参考にされたい。 

広島県では、以下のように DX の推進に関して具体的な事業の取組みを実施している。 
なお、広域化に関しても同様に協議会を立ち上げている。 
 

① 上下水道 DX の取組みの概要 
次の 3 つの観点から、計画的に上下水道 DX の具体的取組を実行していく。 
 

観  点 具 体 的 取 組 備  考 
①維持管理の効率化・

省力化 
■広域運転監視システムの整備 

上下水道施設の運転監視や操作

をどこからでも可能にする技術の導入 

短期的取組（～3
年以内） 

■AI による浄水場等の自動運転化 
浄水場等の運転監視や操作を自

動化する技術の導入 
②アセットマネジメント

の強化 
■AI による管路の劣化予測 

使用年数、地質等のデータに基づ

き管路の破損確率を予測する技術の

導入 
③県民サービスの向上 ■スマートメーターの導入 

分刻みで遠隔の自動検針が可能

な水道スマートメーターの導入 

中期的取組（～5
年以内） 

（出所）広島県ホームページ 建設委員会資料 
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  〇ロードマップに基づき、上下水道 DX の具体的取組を進め、効果の早期発現を図る。 
  〇また、引き続き、上下水道への DX による新たな技術の導入可能性について検討を行 

  い、適時、具体的取組に反映する。 
 
（AI による浄水場等の自動運転化） 
経験豊かな職員の大量退職を見据え、これまで職員の経験に依存してきた浄水場の運転

において AI を活用して自動化することにより業務の省力化を図る。まずは、浄水場の薬品注

入の自動化システムの構築から取組み、順次、自動運転化を拡大していく。 
ロードマップを令和 7 年まで策定し、「水道広域運転監視システム」との連携や下水処理場

への展開も視野に入れている。また、水質データのデータベース化や予測モデルの構築を図

る。薬品の自動注入と共に機械学習を行い効果の確認まで AI が自動で実施する。 
このほか、広域運転監視システムの整備や、AI による管路の劣化予測についても取組みを

進めている。 
 

【意見 17】 現行システムの課題と DX 化、広域化について 

現行のシステムの整備・運用状況についてはセキュリティ対策も含め重大な問題点は無い

と思われるが、一部については今後も見直し等が必要な点も散見される。 
また、今後の上下水道事業の DX 化を推進する上で考慮されることが望ましいと認められる

点も散見された。 
以下に、今回の監査で気づいた点を項目別に記述する。 

 

 【現行のシステムに関して今後検討を必要と思われる点】 

 

① 過年度の監査の結果及び措置等の結果より、今後改善を要すると思われる点 

過年度の包括外部監査等の監査報告書等の内容を確認して秋田市に措置状況等を確認

したところ、未だ完全に改善されていない点が散見される。 

具体的には、「７．（６）③」の【意見】に記載されている中で、以下の２点である。 

 

ア．浄水場監視制御システムは、サポート期間を超えた OS 等を利用している。現在はサーバ

や端末装置の新設で、旧来の機器はバックアップ用に使用されているだけという説明である

が、システムの安全性上は完ぺきとは言えない。仁井田浄水場の更新と一緒に今後解消し

ていく予定ということであるが、今後できるだけ早い時期に適切な対応をすべきである。 
イ．浄水場監視制御システム等について、必ずしもシステム統合が十分に実行できていない

面がある。今後、更なるシステムの効率的運営等を図るために、システム間の統合等を実施

することが望ましい。 



第４ 監査対象とした個別システム等の概要と結論 

97 
 

 
② 上下水道管路情報管理システムをクライアント・サーバ方式から、クラウド方式への利活用

検討について 
令和 2 年度においてサーバのシステム障害等が散見されるなど、定期的（5 年間など計画

的購入をしている）にリプレースしているサーバでも故障が発生している。HDD の機器にも故

障したりしてシステムが起動できないケース等も認められる。 
上下水道局においてサーバ等の機器の購入は可能な限り入札等の方式を取り入れてコス

トの削減に努めてはいる。 

近年、クラウドサービスの利用が増大しているが、以下のようなメリットとデメリットがある。 

       ・メリット 

庁内サーバが不要 

ＩＴ投資のリスク軽減 

常に最新でメンテナンスが不要 

導入や維持に関する担当者の負担軽減 

 

       ・デメリット 

カスタマイズが苦手 

サービス継続の不安 

 

今後、上下水道局において、システムの中期・長期計画を考える場合に、クラウドサービス

を利活用できないかを検討することも有効であると思われる。 

 

③ 災害時のリスク対応に関する体制の整備の必要性について 

 近年の異常気象等の自然災害リスクからシステムを守ることにより事業継続を図ることが重

要である。 

上下水道局では、未だ、災害の種類や規模等の情報システムに係るリスク評価とそれに対

する対応策が十分に策定されているとは言えない状況である。 

一般的には、災害リスクマネジメントのポイントは以下の３つと言われている。 

 

1 災害リスクの評価・分析 

2 方針の策定・体制の構築 

3 マニュアル・ガイドラインの整備 

 

そして、策定されたルールに従って関連部局や委託先等の関係者が実際に緊急時に適確

でスピーディーな行動が取れるように、教育・研修・模擬訓練等を実施することが重要である。 

上下水道局においても、企画財政部情報統計課等と連携しながら、災害時のリスク対応に
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関する体制を整備することが望ましい。その場合、秋田市の情報セキュリティポリシーとの整合

性を適切に取る必要がある（個人情報保護、各種データ保護も含めて）。 

 

④ 上下水道施設の今後の見直しに対応したシステムの導入について（仁井田浄水場） 

水道事業の中で仁井田浄水場の更新は喫緊の課題である。浄水場の設備はトータルな

ICT システムを伴う多額の投資になる。近年の浄水場設備の技術的進歩は著しく様々なシス

テムが組み込まれたものである。技術革新と共に、システムの機能アップや運用コストの低下

や業務の効率化等、従来の浄水場の設備とは異なると思われる。 

上下水道局におかれても、そのようなシステムも含めた適切な設備の導入を行い、既存の

システムともできる限り統合するなど、効果的・効率的な利活用に努めることが必要である。 

 

⑤ 新たに計画されている DX 化推進事業について 
「７．（４）④」に記載のとおり、「秋田市デジタル化推進計画」に記載されている 3 つの事業に

ついて、リモートやパケット通信等を活用した新しいシステムを利用することになる。 
これらの新システムに関してもできる限り既存のシステムとの統合等を図り、効率的な運用を

行えるようにすべきである。 
 

【上下水道事業の広域化について】 

 

⑥ 上下水道事業の広域化に対する適切な対応について 

「（７）」で述べたように、秋田市は水道事業については平成 25 年に広域化は断念し、下水

道事業は主として秋田県と連携して施設の改廃や統合等を行っている。 
総務省等から、令和 3 年度から令和 4 年度までに全国の地方自治体に上下水道事業の

「広域化」についての調査が実施されている所であり、未だ今後の課題となっている。 
しかしながら、【意見 16】の中で広島県の DX 化の先行事例を記載したが、広域化に関する

新たな試みを開始しようとしている動きもある。 
今後、上下水道事業に関する人員等の不足や、事業自体の効率化等のために新たな広域

化に関する見直し等も必要となってくる可能性がある。適切な情報収集と対応が必要になると

思われる。 
 

以上 


